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第 1章 諸言 

  

1.1 はじめに 

 日本では，2011 年に発生した東京電力福島第一原子力発電所における事故以

降，電源構成に関する議論に関心が集まっている．図 1.1は，1990年度から 2012

年度までの電源別発電電力量と二酸化炭素排出量の推移を表している[1]．原子力

発電所における事故が発生した前後 2010 年度と 2012 年度における電源別発電

電力量に注目すると，全体の発電量に占める原子力の割合が 29%から 2%に激減

している一方，石炭，天然ガス，石油などによる火力の割合が 62%から 88%に

増加していることが分かる．このように，安全かつ安定的な電力供給の観点か

ら，火力発電の重要性が見直されている．また，日本政府によって 2015 年に閣

議決定された長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）では，2030 年

における電源構成が示され[2]，図 1.2が示すように，石炭，天然ガス，石油によ

る火力発電の割合が 56%を占めているため，今後の長期的な観点からも火力発

電は重要な役割を果たすことは必至である．ところが，図 1.1中の二酸化炭素排

出量の推移を見ると，火力発電の割合が増加した 2012年度における CO2排出量

は 2010年度比で 30%も増加している．発電が主に占めるエネルギー転換におけ

る CO2排出量は，図 1.3 が示す日本における部門別二酸化炭素排出量（直接排出

量）の 39%を占めており，26%を占める産業や 17%を占める運輸と比べても，

大量の CO2を排出していることが分かる[3]．この二酸化炭素は温室効果ガスの一

つであり，近年の地球温暖化や世界的に問題となっている異常気象の原因と考

 

図 1.1 電源別発電電力量と二酸化炭素排出量の推移[1] 
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えられている．そのため，二酸化炭素排出量の低減すなわち化石燃料使用量の

低減を目的として，火力発電には高効率化が求められている． 

そこで，火力発電の中で，近年注目されているのが，図 1.4に示すガスタービ

ンコンバインドサイクル発電システム（GTCC：Gas Turbine Combined Cycle）で

ある[4]．このシステムでは，ガスタービンで発電機を駆動させるだけではなく，

ガスタービンからの排熱を回収して，蒸気を発生させ蒸気タービンも駆動し，

双方で発電を行っている．最新のコンバインドサイクル発電プラントの熱効率

は約 61.5%（低位発熱量）にも達し，従来のコンベンショナルな石炭火力発電の

 

図 1.2 2030年における電源構成[2]（想定） 

 

 

図 1.3 日本の部門別二酸化炭素排出量の割合[3]（直接排出量） 
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熱効率が約 44%であることを考えると非常に高効率である[5]．この GTCC にお

いてその要となっているガスタービンとは，大気から取り入れた空気を圧縮機

で圧縮し，燃焼器で燃料と空気を燃焼させ，発生した高温・高圧のガスをター

ビンに当て動力を得るものである．その歴史[6]は，1791 年にイギリス人のジョ

ン・バーバーが特許を取得したところから始まる．そして，1872 年にブレイト

ンによって，ガスタービンの理論が確立されたため，ガスタービンのサイクル

をブレイトンサイクルと呼ぶ．しかし，その後，1920 年代まで数々の試作が行

われたが失敗に終わり，1939 年にスイスのブラウン・ボベリ社が初めて熱効率

14.7%の発電用ガスタービンを実用化した．またこの頃，ドイツやイギリスで，

ガスタービンから排出される高温・高圧のジェットを推進力とした航空機用エ

ンジンとしても開発が進み，第二次世界大戦末期にはジェット機の実用化が実

現した．そして，1970 年代，既に欧米では国家戦略として高効率なガスタービ

ン開発が推進される一方，日本では米国からガスタービンを輸入している状況

にあった．そこで，日本でも欧米を上回る高効率なガスタービン開発を目指し，

1978 年に国家プロジェクトとして「ムーンライト計画」が実施された．ガスタ

ービン効率向上には，タービン入口温度（TIT：Turbine Inlet Temperature）を上

げることが有効な手段である．図 1.5に，タービン入口温度と熱効率の推移を示

す[7]．時代の経過と共に，タービン入口温度が上昇し，それに伴って熱効率が上

昇していることが分かる．そして，日本は「ムーンライト計画」に続き，「ニュ

ーサンシャイン計画」などによって，現在，世界最高のタービン入口温度 1600℃

級の高効率なガスタービンの実用化に成功している． 

一方で，タービン入口温度の上昇は，燃料と空気を燃焼させる燃焼温度の上昇

を意味する．この燃焼温度の上昇は，酸性雨や光化学スモッグの原因となる窒

素酸化物（NOx）の排出量を指数関数的に増加させるという問題点を含んでい

る．これまでに，低 NOx 化を目指して，燃焼器内部へ水や蒸気の噴射を行うこ

 

図 1.4 ガスタービンコンバインドサイクル（GTCC）の概念図[4] 
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とで火炎温度を低下させる湿式法[8-10]，排煙脱硝装置，触媒燃焼法[11-14]など様々

な燃焼技術が採用されてきたが，現在，更なる高効率化を目指した燃焼温度の

上昇を受けて，産業用ガスタービンの一部では希薄予混合燃焼が採用されてい

る．予混合燃焼では，従来用いられてきた拡散燃焼に比べて，燃料と空気の混

合が不十分なために生じる局所的高温部を低減することができるため，NOx 生

成を抑制する効果がある．しかし，予混合燃焼には火炎の安定範囲が狭く，逆

火[15-17]や吹き消え，そして振動燃焼[18-21]などのデメリットがある．逆火とは，

火炎が燃料や酸化剤の供給方向に逆らって，上流側へ伝播する現象であり，燃

料・酸化剤供給部などを焼損させ機器の信頼性低下にも繋がる． 

 そこで，本研究の目的は，ガスタービンにおける予混合燃焼器において，燃

料と酸化剤の混合促進と火炎安定化のために，一般的に用いられている旋回を

伴う流れ場での火炎の動的挙動を明らかにすることである．また今後，上述し

た逆火を抑制することに繋がる提案をするため，燃焼器内に発生させた旋回流

の旋回強さを時間的に変化させた時の火炎の動的挙動を明らかにすることも目

的とした． 

 

1.2 従来の研究 

燃焼現象は，流れや物質の拡散，化学反応やそれによって発生する熱，熱伝

導そしてふく射などが，複雑に融合した現象である．そして，ガスタービン燃

焼器を含めた実用的に用いられている工業用燃焼器の中では，ほとんどの場合

が乱流燃焼である．乱流燃焼では，流速分布や渦構造だけではなく，火炎温度

 

図 1.5 タービン入口温度（TIT）と熱効率の推移[7] 
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や成分濃度が時間的かつ空間的に変動するため，極めて複雑な現象となってい

る．このような複雑な乱流燃焼場の詳細な分析には，近年，レーザおよび光学

検出器の発展に伴い，レーザを用いた 2 次元計測が多く利用されている．非接

触の光学的手法を用いることで，従来のサンプリングプローブによる計測とは

異なり，計測の対象となる場にほぼ外乱を与えず計測することができる．その

中でも，単色性，指向性に優れ，高出力であるパルスレーザ光を用いることに

よって， 2 次元的に目的の情報に関する瞬時場を測定することが可能となる．

また，燃焼場の流速測定にはレーザドップラー流速計（LDV：Laser Doppler 

Velocimeter）が用いられ，乱流予混合火炎についての実験的検討が古くから行わ

れてきた[22]．さらに近年では，レーザ計測技術の発展により粒子画像流速測定

法（PIV：Particle Image Velocimetry）を用いた 2次元の瞬時速度場の測定も行わ

れている．LDV による流速測定が点計測であるのに対し，PIV 計測では 2 次元

面内での速度 2 成分が得られるため，流れ場の空間的な検討には有効な手段で

ある．PIV計測とは，ある時間間隔で撮影された 2枚の粒子の散乱光画像から 2

次元流れ場を計測する手法であり，乱流燃焼場において多くの研究がなされて

いる[23]．また，最近では，PIV 計測に用いるカメラをもう 1 台加え，計測面内

の 2 次元速度成分に面外方向成分を加えた速度 3 成分を測定するステレオ PIV

計測を用いた流れ場の測定も行われている． 

ところで，実際のガスタービン燃焼器内部は高温・高圧なため，内部の計測

は手間を要し，コストを抑えながら内部の現象を捉えることが必要となってい

る．特に，低 NOx 化と高効率化が重要な技術目標となっている現在では，その

実現のため，瞬時的な，また局所的な現象をも的確に捉え，温度や化学組成の

分布を精度良く把握する必要性に迫られている．このような背景から，非定常

な乱流燃焼場における LES 解析に関する研究も盛んに行われている[24]． 

逆火に関して，工業的には火炎の伝播限界が重要な要素の1つであるため，火

炎伝播の限界に関する研究が多く見られる．逆火は，火炎伝播の形態によって

一般的に，(1)壁面付近の境界層内における火炎伝播，(2)乱流燃焼速度の増加に

よる火炎伝播，(3)燃焼の不安定性による火炎伝播，(4)渦崩壊による火炎伝播に

分けられる．特に，本研究で扱う旋回を伴う予混合燃焼器内では，渦崩壊によ

る火炎伝播に起因よる渦心に沿った渦心逆火が主要なものとして捉えられてい

る．Fritzらは，旋回を伴う管内の逆火現象を観測するため、ハイスピードカメラ

とOH-LIFによる計測を行い、中心部付近を上流部へ伝播する火炎の挙動を観測

している[25]．また，火炎の伝播速度が，最大周方向速度と未燃・既燃ガスの密

度比の関数として表され，渦心に沿った火炎伝播の限界条件には，火炎の消炎

現象が重要な指標となるため，火炎の安定性を評価するQuenching Factorをパラ

メータとした研究も報告されている[26]． 
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また，渦に沿った高速火炎伝播（ボルテックス・バースティング）現象は，

乱流燃焼場の大小様々な渦と火炎の相互作用や，旋回を伴った燃焼場における

流れ場と火炎の相互作用の基本メカニズムとして，これまでに非常に多くの研

究がなされている[27]．McCormackらは，静止したプロパン-空気予混合気におけ

る層流燃焼速度は0.40 m/s程度であるのに対して，同様の予混合気の渦輪に点火

した時の火炎伝播速度が最大15 m/sにも達することを実験によって明らかにし

た[28]．また，Chomiakによって，渦に沿った火炎の高速伝播メカニズムとして圧

力駆動メカニズムが初めて提案された[29]．その後も，圧力駆動メカニズムにつ

いては，石塚ら[30-33]，安里ら[34]，山下ら[35-37]などによって，実験や理論などに

よる検証がなされている． 一方で，圧力駆動メカニズムとは異なるメカニズム

も提案されており，その一つに篠塚ら[38]の提案に始まる渦糸駆動メカニズムが

ある．このメカニズムでは，火炎の熱膨張などの効果によって，渦糸がねじ曲

げられ，ラセン状渦糸の孤立波（渦糸ソリトン）を形成すると同時に，その渦

糸ソリトンの誘起する流れによって火炎を駆動するものである．この案では，

長谷川ら[39-41]，梅村ら[42-45]などによる数値シミュレーションや理論によって，

検証が行われてきた． 

さらに，旋回を伴う燃焼では，渦心の歳差運動（PVC：Processing Vortex Core）

に関する研究もされている．その渦心の挙動については，高速度カメラによる

可視化とLDVを用いた流れ場の測定によるPVCの特性分析[46]やレイノルズ応力

方程式モデルであるk-εモデルからレイノルズ平均ナビエ・ストークス方程式を

解くことにより，ガスタービン燃焼器で生じるPVCに関する現象の数値解析を

行った研究もなされている[47]． 

 

1.3 本論文の構成 

本論文では，ガスタービン燃焼器で用いられている予混合燃焼器を対象とし，

旋回流を発生させた円管内における予混合火炎の動的挙動に関する研究を行っ

た．その挙動を捉える際，火炎の動的挙動に影響を及ぼす火炎周辺の流れ場を

中心に，燃料濃度場や火炎温度場も同時に捉え，両者の相互関係を明らかにし

た．それらのアプローチとして本論文では，レーザ応用計測を用いた．  

以下に，各章の内容を記す． 

第 2 章では，ガスタービン燃焼器において予混合燃焼が行われている部分を

モデル化した中心閉鎖型燃焼器と，逆火を抑制することを目的とした中心開放

型燃焼器を使用したそれぞれの条件で LIF-PIV 同時計測を行い，燃料濃度場と

流れ場のそれぞれが火炎挙動に及ぼす影響について示した．さらに，中心閉鎖

型と中心開放型の両条件で時系列 PIV 計測を実施し，逆火する際の流れ場と火
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炎挙動の詳細を明らかにした． 

第 3 章では，燃焼器内において時間的に一定に固定した旋回強さを複数設定

し，時系列（ステレオ）PIV計測を用いて，火炎が上流側へ伝播する際の旋回流

の（局所的な）旋回強さが火炎の動的挙動に及ぼす影響を明らかにした． 

第 4 章では，第 2 章でその存在が明らかとなる“紐状予熱帯”の発生メカニ

ズムの一つとして挙げた火炎先端における局所消炎が起こるか否かの指標とな

るカルロビッツ数を算出するため，中心閉鎖型と中心開放型それぞれの燃焼器

に関する条件で，レイリー散乱法を用いて火炎温度分布を計測し火炎帯厚みを

明らかにした． 

第 5 章では，今後の逆火抑制に繋がる手法として，旋回強さの時間的変化を

提案し，その基礎的な研究として，旋回強さを時間的に変化させたときの火炎

の動的挙動について明らかにした． 

そして，最後の第 6 章に結論を述べる． 
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第 2 章 燃料濃度場・流れ場と火炎挙動の関係 
 

2.1 はじめに 
 本章では，希薄予混合燃焼において重要な課題の一つとなっている火炎の動的

挙動を解明することを目的とし，火炎挙動に影響を及ぼすと考えられる燃料濃

度分布並びに火炎周辺の流速分布を取得し，火炎挙動との相互関係について考

察を行った．ここで，対象にする燃焼器については，ガスタービン実機の燃焼

器のうち予混合燃焼を行っている部分をモデル化した中心閉鎖型の燃焼器と，

逆火の抑制を目的とした中心開放型の燃焼器の 2 種類とした．そして，この 2

種類の燃焼器を使用した条件の下，LIF-PIV 同時計測によって燃料濃度場と流れ

場の同時計測を行い，それぞれが火炎挙動へ及ぼす影響を明らかにした後，時

系列 PIV 計測を用いて流れ場と火炎の動的挙動の詳細を求め，両者の相互関係

を明らかにした． 

通常，PIV計測は燃焼器内の流れ場計測など非燃焼場における流れ場の計測に

用いられる[1-3]ことが多いが，本研究では燃焼場にも PIV計測を適応させ，さら

にトレーサ粒子としてオリーブオイル粒子を用いることで，火炎周辺の流れ場

だけではなく火炎形状も同時に取得することに成功した．また，従来の PIV 計

測では，ダブルパルスレーザと CCDカメラを用いていたため，取得できる速度

場情報は不連続なものであった．本研究で対象とする火炎は非定常な挙動であ

り，これを正確に捉えるため，流れ場と火炎形状を連続的に取得することを目

的に，CW（連続波発振）レーザと高速度カメラを用いる時系列 PIV 計測[4-6]を

実験した．  

 

2.2 固定旋回羽根付燃焼器 
2.2.1 固定旋回羽根付燃焼器の構造 

 ガスタービン燃焼器を開発する際に必要とされる条件として，その一番の目

的である低 NOx 化はもちろん，その他に火炎の安定化や完全燃焼が確保されて

いることなどが必要となる．そのため，最近のガスタービン燃焼器では，パイ

ロットバーナ（拡散バーナ）と複数のメインバーナ（予混合バーナ）を組み合

わせている．図 2.1は，本章の実験において用いた燃焼器（固定旋回羽根付燃焼

器とする）であり，前述のメインバーナの一つをモデル化したものである．ガ

スタービン実機の燃焼器におけるメインバーナでは，燃料と酸化剤の混合促進

と火炎の安定化，さらに燃焼器のコンパクト化のため，燃焼器内部に旋回流を

発生させることが主流となっている．この旋回流を生み出す方法として複数の

方法が存在するが，本実験では図 2.1中に示した複数の羽根から成るスワーラを

用い，流れを曲げることで旋回を与える方法を採用する予混合燃焼器を対象と

している．この固定旋回羽根付燃焼器では，まず，燃焼器底部から燃料と空気

を別々に取り入れ，燃焼器中心軸に設置された燃料ノズルから，周囲を流れる

空気に向かって水平方向に燃料を噴出させ，燃料と空気を混合させている．こ

の燃料ノズルは交換可能であり，交換することによって，中心閉鎖型燃焼器と

中心開放型燃焼器を実現できる．その詳細については，次の 2.2.2 項で述べる．
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さらに，その上部には旋回流を発生させるスワーラを設けている．このスワー

ラは，12枚の羽根を持っており，その出口角度 αは 45°で固定されている．また，

本研究では燃焼室の内部を外からも観察可能にし，計測に用いるレーザ光を透

過させるため，内径 D = 60 mm，外径 65 mm，長さ L = 350 mm の石英ガラス円

筒管をスワーラの下流に設置した．さらに，燃焼室出口において火炎を保持さ

せるために，ガラス円筒管の上端から 20 mm 上方の位置に直径 12 mm のセラミ

ックス製円柱を水平に設置した．本研究では，この保炎器からガラス管内部を

上流側へと移動する火炎を観察する． 
 

2.2.2 中心閉鎖型燃焼器と中心開放型燃焼器 

 2.2.1 項でも述べたように，本章で用いる固定旋回羽根付燃焼器では，燃料ノ

ズルを交換することによって，ガスタービン実機の燃焼器におけるメインバー

ナを再現した中心閉鎖型燃焼器（ここ以降，中心閉鎖型と呼ぶ）と逆火の抑制

を目的とした中心開放型燃焼器（ここ以降，中心開放型と呼ぶ）を実現できる．

 
 

図 2.1 固定旋回羽根付燃焼器とスワーラ 
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図 2.2は，それらを実現する燃料ノズルの詳細な形状を示している．双方の燃料

ノズルとも，直径 1 mm の燃料噴射孔が 24箇所空けられている．一方，両者は

長さが異なっておりそれぞれの燃料ノズルを用いることによって，中心閉鎖型

または中心開放型となる．それぞれの場合における燃料・空気混合部をそれぞ

れ図 2.3(a)と(b)に示す．中心閉鎖型では，スワーラの中心部を完全に塞ぐ構造と

なっているため，すべての燃料と空気の予混合気は旋回羽根を通して燃焼室へ

と供給され，燃焼室内には旋回流のみが形成される．このため，旋回流の中心

軸上では，負圧による低速領域（場合によっては逆流領域）が形成されること

になる．それに対して，中心開放型では，スワーラ中央部分が開放されている

ため，予混合気の一部は旋回羽根を通過するが，残りの予混合気は，スワーラ

中心部分を通過し垂直噴流として燃焼室へ供給される．このスワーラ中心部分

からの軸流噴流の影響によって，旋回流軸に沿って形成されるはずの低速領域

が抑えられ，逆火抑制に繋がると考えられる．本章では，この 2 種類の燃焼器

構造を使用することで，中心閉鎖型と中心開放型となる条件下における火炎の

動的挙動に関する特性について考察を行った． 

 
図 2.2 燃料ノズル 

 

  
        (a) 中心閉鎖型         (b) 中心開放型 

図 2.3 予混合気供給部の構造 
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2.2.3 旋回流強さ 

 本研究では，燃焼器内部に形成される旋回流の特性を表すものとして旋回強さ

を用い，その強さを示す指標としてスワール数 S を導入した．そのスワール数

の算出方法は以下の通りである． 

 スワール数は式(2.1)で示される[7,8]．なお， G は周方向角運動量， ZG は軸方

向運動量， oR は代表長さである． 
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S                 (2.1) 
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である．このとき， iR はスワーラの内周半径， oR はスワーラの外周半径を表し
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となる．ここで，αはスワーラの出口角度である． 

また，中心開放型において，スワーラの旋回羽根を通る空気の流速のうち軸

方向成分を zov ，スワーラ中心部分から流入する空気の流速を ziv とすると，式

(2.2)，(2.3)はそれぞれ以下のようになる． 
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この 2式を式(2.1)に代入すると，スワール数は， 
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で求めることができる．本章で用いたスワーラについては， iR = 13.8 mm， oR = 

36 mm である．さらに， zov と ziv は，熱線風速計によってスワーラ中央からの

軸流噴流の流速と旋回羽根を通過する流速の割合を計測して求め，スワール数 S

を算出した．表 2.1 に空気流量を変化させたときのスワール数を示す．ただし，

中心閉鎖型では式(2.7)において， ziv = 0となるので，スワール数は一定である． 

 

表 2.1 スワール数 

空気流量 airQ [NL/min] 中心閉鎖型 中心開放型 

50 0.737 0.472 

60 0.737 0.456 

70 0.737 0.444 

80 0.737 0.432 

90 0.737 0.425 

100 0.737 0.418 

110 0.737 0.409 

120 0.737 0.403 

130 0.737 0.400 

140 0.737 0.397 

150 0.737 0.394 

 

2.3 逆火・吹き消え限界空気比測定 
2.3.1 実験装置・方法 

 図 2.4に逆火（吹き消え）限界空気比の測定を行った際に用いた実験装置の概

略図を示す．コンプレッサにより圧縮された空気は水蒸気と塵を取り除いた後，

レギュレータで一定の圧力に調整され，流量計により流量を調節して燃焼器に

供給される．一方，燃料であるメタンは，ボンベにつけたレギュレータで一定

の圧力に調整後，流量計で必要流量に調節して燃料ノズルから供給される． 

 まず初めに，火炎挙動の特性を中心閉鎖型と中心開放型で比較をするため，

逆火・吹き消え限界空気比の計測を行った．逆火限界空気比の計測では，空気

流量を airQ = 50 NL/min から 150 NL/min まで 10 NL/min 間隔で増加させて計測

を行った．具体的な計測方法は，空気流量をいずれかに固定した状態で，火炎

を保炎器に保持させた状態から，燃料の流量を増加させ，火炎が保炎器から離

れて上流へ移動し，スワーラから 100 mm 上方の位置に達したときを逆火と定義
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し，そのときの空気比を逆火限界空気比とした．一方，吹き消え限界空気比の

測定については，保炎器上に保炎された状態から燃料の流量を減少させて，火

炎が吹き消えたときの空気比を吹き消え限界空気比とした．また，計測は各空

気流量条件において 5回行い，その平均を逆火（吹き消え）限界空気比とした． 

 

2.3.2 逆火・吹き消え限界空気比 

 図 2.5 に逆火・吹き消え限界空気比を示す．図中の赤プロットが中心閉鎖型，

青プロットが中心開放型における結果を示している．また，中塗りプロットが

逆火限界空気比，中空きプロットが吹き消え限界空気比を表している．図の縦

軸は逆火（吹き消え）が生じたときの空気比を表している．そのため，逆火（吹

き消え）限界空気比の値が大きくなっている領域では逆火（吹き消え）がより

生じやすい（生じにくい）ため，逆火（吹き消え）限界に関する特性が劣る（優

れる）と言える．逆に，逆火（吹き消え）限界空気比の値が小さくなっている

領域では，逆火（吹き消え）が生じにくい（生じやすい）ため，逆火（吹き消

え）限界に関する特性が優れる（劣る）と言える．つまり，火炎は図中の斜線

部が示す逆火限界空気比と吹き消え限界空気比の間でのみ保炎が可能であり，

逆火限界空気比と吹き消え限界空気比の間が広いほど，火炎の安定領域が広い

ことを表している． 

図 2.5が示すように，中心閉鎖型では，空気流量が airQ = 90 NL/min の付近で

逆火限界空気比と吹き消え限界空気比が交差している．このことから，中心閉

鎖型では空気流量が airQ = 90 NL/min よりも大きいと保炎できないということ

を示している．これは中心閉鎖型では円管内の中心軸に沿って，強い逆流領域

が生じているため，火炎が上流に伝わりやすく，逆火限界空気比が高くなった

ことが原因であると考えられる．  

 
 

図 2.4 逆火（吹き消え）限界空気比測定のための実験装置 
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一方，中心開放型では空気流量 airQ = 150 NL/min まで保炎することが可能で

あった．これは中心開放型では，軸流噴流の影響で旋回流があるにもかかわら

ず，旋回流の中心軸で低速領域が形成されないため，火炎の上流への移動が抑

制され，逆火限界空気比が低下したためであると言える． 

また，空気流量が増加するにつれて，逆火限界空気比が高くなっていること

が分かる．この原因としては，空気流量の増加と共に，旋回流の周方向速度が

増加するために旋回流の中心軸上で形成される低速領域が顕在化し，火炎の上

流への移動を促進するためであると考えられる．このような傾向は，石塚らに

よる火炎伝播速度の式(2.8)に当てはまる[9]．この式から旋回流の周方向速度 V

が大きくなると，火炎伝播速度 fV が増加することが分かる． 

 

 
b

u
u

u

b
uf

T

T
VSVSV  11max 




       (2.8) 

 

uS ：層流燃焼速度， bT ：燃焼ガス温度， uT ：未燃焼ガス温度， maxV ：最大周

方向流速， b ：燃焼ガス密度， u ：未燃焼ガス密度 

 

また流量の増加に伴って旋回流れ場の乱れも強くなるため，このような逆火

特性になったものと考えられる． 

 本章では，図 2.5 中の斜線で示した保炎領域が広げることを目的にこれ以降，

中心閉鎖型と中心開放型の 2 条件の下，火炎の動的挙動を明らかにすることを

行っていく． 

 
図 2.5 逆火・吹き消え限界空気比（中心開放型と中心閉鎖型の比較） 
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2.4 燃料濃度場・流れ場同時計測 
 この節では，火炎の動的挙動に影響を与える要素である燃料濃度場と流れ場に

ついて，中心閉鎖型と中心開放型を使用したそれぞれの条件で比較を行う．そ

こで，燃料濃度場と流れ場を明らかにするため．レーザ誘起蛍光（LIF: Laser 

Induced Fluorescence）法と粒子画像流速測定法（PIV：Particle Image Velocimetry）

の同時計測を行った．LIF 計測とは，2.4.1 項で詳しく述べるが，化学種の濃度

や温度計測に用いられる．また，PIV 計測については，2.4.2 項で詳述するが，

流れに混入させたトレーサ粒子の移動距離から流れ場の流速分布を取得する手

法である． 

 

2.4.1 レーザ誘起蛍光（LIF）[10-13]と燃料濃度分布の算出 

LIF 法は，化学種（分子または原子）が示す蛍光遷移過程を利用するものであ

る．化学種はある特定の波長を持ったレーザ光によって照射されると，上位の

エネルギー順位へ励起される．しかし，励起されたエネルギー順位では不安定

なので，すぐに安定な下位の準位へ戻る．この際に，放出される自然放出光の

うち比較的寿命が短く，電子のスピン多重度が変化しない遷移過程をレーザ誘

起蛍光と呼び，この光の強度を検出することによって，その化学種の濃度や温

度を計測することができる． 

そこで，蛍光を発するためのトレーサ物質を燃料に混入させる必要があるが，

本実験ではそのトレーサ物質としてアセトンを用い，メタン流量の 10.0%になる

ように混入させた．アセトン[14]は，図 2.6 に示すように，広い吸収スペクトル域

（225-320 nm）を持っており，270-280 nm の間で吸収断面積は最大となる．そ

して，蛍光を放出する波長域は 350-550 nm である．また，一般に蛍光強度は，

温度および気体組成変化に影響を受けるが，アセトンよって放出される蛍光強

度は，その影響を受けないことが報告されている．さらに，本実験では，レー

ザ光強度と誘起蛍光強度が線形性を持つ範囲内でレーザ光強度を設定し，アセ

トンの分圧も一定にすることで分圧による誘起蛍光強度への影響も排除した． 

 
図 2.6 アセトンの吸収スペクトル 
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ここで，アセトンのモル濃度と誘起蛍光強度の関係を調べるため，一様なア

セトン濃度を持つ空間に対して，一定強度のレーザを当て，その蛍光強度を比

較した．その結果を図 2.7に示す．縦軸は，実験で測定された蛍光強度の値であ

り，横軸はアセトンのモル濃度を表す．図 2.7 に示すような，アセトンのモル濃

度が大きくない領域では，アセトンのモル濃度と蛍光強度の間に線形性が認め

られる．  

次に，測定した蛍光強度から燃料濃度に変換する方法について以下に述べる．

CCD カメラに検出される信号の中には，暗電流や背景からの 2 次的な反射光が

含まれる．そこで，空気だけを流した状態で撮影した画像が，背景光と暗電流

を含むとみなし，これを撮影した誘起蛍光強度画像から差し引くことで，背景

光と暗電流の影響を取り除く．また，レーザ光強度は均一ではなく，中心に近

いほど強度が強く，それに応じて蛍光強度も強くなっている．したがって，レ

ーザ光の強度分布を考慮しなければならない．そこで，背景光と暗電流を差し

引いた蛍光強度分布画像を，アセトン濃度を 1.0％に調節した空気に，レーザを

照射した時に得られる蛍光強度分布画像で除算することで，レーザ強度分布を

考慮した．アセトン濃度の算出には以下の式を用いた． 

 

100

0.1









％アセトン蛍光強度

アセトン蛍光強度
　アセトン濃度＝　
1.0

            (2.9) 

 

1.0%アセトン蛍光強度は，実験で用いていた燃料ノズルに導く流量（アセト

ン含有量にして 10.0%）はそのままに，それを 9倍の空気流量で希釈することに

より 1.0%のアセトンを含ませた空気とした．その空気流にレーザを照射した時

に得られる蛍光強度分布画像を，濃度を算出する際に用いる基準となる画像と

し，レーザの強度分布の情報を与えておくことで，正確なアセトンの濃度分布

 
図 2.7 アセトンモル濃度に対する蛍光強度 
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が得られる．この画像で背景光を取り除いた誘起蛍光強度画像を除算すること

によって，トレーサの濃度分布が求まる． 

さらに，燃料の濃度分布に変換する．前述のとおり，本測定で用いる燃料は，

メタンに 10.0%のアセトン蒸気を含ませたものであるので次式で算出できる． 
 

0.10

100
度燃料濃度＝アセトン濃                    (2.10) 

 

2.4.2 PIV計測[15, 16] 

 PIV 計測とは，流れに混入させた粒子の任意 2 時刻間における移動距離から，

流れ場の流速分布を取得する測定手法である．図2.8にPIVシステムの例を示す．

流れに混入させたトレーサ粒子を，パルスレーザなどの光源をシート状にして

瞬間的に照射する．照射は少なくとも 2時刻（時刻 t と時刻 t’）において行われ，

照射によるトレーサ粒子からの散乱光を CCD素子などの撮影装置を介して，記

録媒体に 2 時刻における瞬間的な粒子画像として記録する．連続する 2 時刻の

粒子画像から粒子の移動量 ΔXを求め，これと粒子画像の撮影時間間隔 Δt( = t’-t)

および画像の変換係数 から流れ場の局所速度 u を式(2.11)によって算出する．

画像の変換係数 は， M  で与えられ， は単位換算係数であり，Mは撮

影系の横倍率である． 

 

t

X
u




                 (2.11) 

 

また，粒子を照射する光源をシート状にしたものをレーザシートと呼び，そ

のレーザシート面内の流速分布を求めることが一般的である．しかし，流れ場

の多くは 3 次元的であるため，レーザシートによる 2 次元的な PIV 計測におい

ては，シート厚さと面外速度成分（レーザシートに垂直方向の速度成分）の大

きさとの関係に十分注意して条件設定を行う必要がある．具体的には，取得す

る 2画像のトレーサ粒子の面外方向への移動距離をレーザシート厚さの 1/4以下

 
図 2.8 PIV 概念図 
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になるようにシート厚さと画像の時間間隔を設定すれば，面外速度が計測結果

に及ぼす影響が少ないことがシミュレーションによって検証されている．レー

ザビームはシリンドリカルレンズを通過させると 1 方向にだけ光が屈折するの

で，図 2.9のようにレーザビーム径の厚みを持つレーザシートを形成することが

できる． 

 ここで，本研究において用いたトレーサ粒子を発生させる装置（バブラ）の概

略図を図 2.10に示す．トレーサ粒子の原料としては，オリーブオイルを用いた．

オリーブオイル粒子を用いる最大の利点は可燃性の物質であることであり，そ

れによって，オリーブオイル粒子が存在できる火炎外では流れ場の流速分布が

取得でき，火炎中では粒子が焼失するため火炎形状を同時に取得できる．また，

オリーブオイル粒子には，平均粒径が約 1 ㎛で粒径のばらつきが少なく，粒子

の大量発生が容易であること，粒子の寿命が数時間と長いこと，装置などに付

着した油滴は時間と共に蒸発して装置を汚しにくいこと，そして，毒性がない

ことなどの利点もある．粒子を発生させる仕組みは以下のようである．バブラ

中に入れたオリーブオイルにラスキンノズルを浸し，そのノズルからゲージ圧

 

 
図 2.9 シリンドリカルレンズを用いたレーザシート作成 

 

 
図 2.10 トレーサ粒子発生装置（バブラ） 
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が 1 気圧程度の圧縮空気をオイル中に吹き出し気泡を発生させる．ノズルから

の音速ジェットによるせん断力で小さな油滴が発生し，それらが気泡中に閉じ

込められる．気泡は浮力によって上方に移動し，オイル表面に運ばれ，表面で

破裂して気泡中の微細な油滴が容器の気体中に飛散する．容器の上部には衝突

板が設けられていて，ここで径の大きな油滴が衝突板に付着し除去される．衝

突板と容器の間にある 2 mm 程度の隙間を通り抜けた小さな油滴がバブラの出

口から排出されトレーサ粒子として流れ場に供給される． 

 

2.4.3 PIV計測における画像解析 

 PIV解析では，移動量ベクトル(ΔX, ΔY)を算出する方法として，輝度値パター

ンを追跡する画像相関法と個々の粒子を追跡する粒子追跡法に分類される．本

研究では，前者の画像相関法を用いて PIV 解析を行った． 

 画像相関法は 2 時刻の輝度関数 f(X,Y)，g(X,Y)を用いて，画像上における粒子

パターンの変位を解析する．一般的には画像を検査領域と呼ばれる小領域に分

割し，その分割された領域内の輝度値パターンを用いて，領域内の平均移動量

を算出する．すなわち，2画像間でパターンの類似している領域を探査すること

になるが，その類似度を相関関数などによって評価するため，一般的に画像相

関法と呼ばれる．この手法に用いられる画像は中間輝度レベルをもつ濃淡画像

であり，比較的粒子数密度の高いものが利用される．画像上の輝度変化を用い

て解析することになるため，個々の粒子像を分別できる必要はない． 

 また，画像相関法には，異なる 2 時刻の画像の間で輝度値パターンの類似度

の高い部分を対応付ける際，その類似度を表現する評価量及びその算出法によ

って，さらに細分化される．ここでは，代表的な直接相互相関法と再帰的相関

法について述べる． 

①直接相互相関法 

 直接相互相関法は，局所的な輝度値パターンの類似度を相互相関関数で評価

するもので，相互相関値の算出に直接的な相互相関関数の定義式を用いる． 

(a)測定原理 

 微小時間だけ異なる 2 時刻の可視化画像がデジタル画像としてある場合，先

の時刻に取得した第 1 画像中の検査領域の輝度値パターンが，次の時刻に取得

した第 2 画像中のどの位置に移動したかを，相互相関関数を用いて検出する．

一般的な信号処理として，2つの時系列信号の位相関係を相互相関関数で調べる

ことが行われるが，これを 2次元画像輝度値パターンの信号に対して適応する． 

 2 種類の 2 次元信号 f(X,Y)，g(X,Y)を用いて相互相関関数の計算方法を示す．

関数 f(X,Y)と g(X+ΔX,Y+ΔY)との相互相関関数 Cfg(ΔX,ΔY)は次のように定義され

る．ここで，L0は領域サイズである． 

 

     

     




2

2

2

2

2
0

0

0

0

0
0

,,
1

lim

,,,

L

L

L

LL

fg

dxdyYYXXgYXf
L

YYXXgYXfYXC

  (2.12) 



23 

 

実際に取り扱う原関数 f，g は連続的には与えられないので，次の離散表現の定

義式で相互相関関数を計算することになる．ただし，検査領域サイズを N×N pixel

とする． 
 

),(),(),(
1 1

YYXXgYXfYXC jij

N

i

N

j

ifg  
 

     (2.13) 

 

また，相互相関を取るとき，値域が[-1, 1]の範囲をとる次の相互相関係数で評価

することも多い． 
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ただし，式中において，fm，gmはそれぞれ第 1，2画像における N×N の検査領域

内の輝度値パターン f，gの平均値を表す．また，式(2.14)において fm = gm = 0と

する相互相関係数の定義式を用いることもある． 

 図 2.11 は直接相互相関法による輝度値パターン移動量検出の概略を示してい

る．最初に，第 1画像における任意の位置 Aを中心とする N×N の検査領域を設

定する．次に，第 2 画像の中に同じ位置 A を中心とする NS×NSの領域を探査領

域として設ける．そして，探査領域内に中心をもつ多くの候補領域の中で第 1

画像に設定した検査領域の輝度値パターンと最も類似した領域を，式(2.13)また

は式(2.14)で示した相互相関の最も高い値をもつ領域として求める． 

 

 
図 2.11 直接相互相関法の処理手順の概略 
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(b)パラメータの設定 

 直接相互相関法では，検査領域サイズ N と探査領域サイズ NSが主要なパラメ

ータとなる．検査領域サイズ N は，基本的に自由に設定可能である．ただし，

実際はどの画素位置が検査領域の中心であるかを明確にするために奇数とする

ことが多く，また，回転やせん断による輝度値パターンの変形の影響を極力低

減させるために，基本的に N は小さくとることが望まれる．パラメータ N の決

定は，粒子像数密度とも密接な関係がある．仮に，輝度値パターンの変形の影

響を極力抑えるために極端に小さい N を採用した場合，トレーサ粒子が検査領

域内に全く存在しない場合が考えられ，相互相関による輝度値パターンの移動

量計測が正しく行われない．一般には，N×N pixel の検査領域中に 5個以上のト

レーサ粒子が記録されているように N の大きさを決める．逆に，N の大きさを

先に決める場合には，流れの可視化の際にトレーサ密度を適切に調整する必要

が生じてくる． 

 次に，探査領域サイズ NSであるが，これは輝度値パターンの画像上最大移動

量との関連で決定する必要がある．予想される最大移動量を Xmaxと表すと， 

 

2
max

SN
X                 (2.15) 

 

の条件を満足することが，探査領域サイズ NS決定の目安となる．探査領域サイ

ズ NSは検査領域サイズ N と同様に任意の値をとり得る．そのため，誤ベクトル

発生を避けられるよう対象とする流れ場によっては，縦横比の違う探査領域を

設定することもできるが，通常は検査領域と中心を一致させた一辺が奇数画素

の正方領域を設定する． 

 通常，測定点は正方格子状に設定され，その格子間隔は検査領域サイズ N の

半分，すなわち隣同士の測定点における検査領域が互いに 50%オーバーラップ

するように設定されることが多い． 

(c)サブピクセル解析 

 ここで，画像輝度値パターンの画像上平均移動量を高精度に測定するサブピ

クセル解析について述べる．デジタル画像上で輝度値パターンを追いかける場

合，標本化の影響で画素単位の移動量しか得られないことになる．サブピクセ

ル精度はさらにもう 1桁小さな値まで移動量を検出しようとするもので，相関

法の場合次のように適応できる． 

 簡単のため輝度値パターンを 1次元で表し，図 2.12のような相互相関係数を

考える．相関ピーク値の両側の相関値にガウス分布や 2次曲線を当てはめてそ

の極大値位置を求めるか，重心を計算する．相関ピーク値で得られる整数画素

単位の移動量を i とすると，ガウス分布によるサブピクセル移動量 Psubは，相関

値 Rを用いて次のように与えられる． 
 

      
11

11

lnln2ln

lnln

2

1










iii

ii
sub

RRR

RR
iP             (2.16) 

 



25 

 

上記の式に従い，X方向移動量，Y 方向移動量それぞれ別々にサブピクセル移動

量 Psubを求め，これにより 0.1pixel 精度で輝度値パターンの移動量を測定するこ

とができる． 

 ②再帰的相関法[17-19] 

 PIVで得られる流速分布に望まれるものは，高空間解像度分布で得られること，

得られるベクトルの精度が高いこと，微小な変位も計測できることなどである．

再帰的相関法は，誤ベクトルを減らすとともに，高い空間解像度でデータを取

得する方法である． 

(a)従来の手法の問題点 

 一般に，PIVにおける誤差には，誤った対応付けを選択することに起因する誤

ベクトルと，ピクセル以下の変位量の算出に起因するサブピクセル誤差の 2 つ

がある．これらの誤差はほぼ独立であり，別々に考慮する必要がある．相関法

においては，小さな検査領域を用いるほど，似たパターンが存在する確率が高

くなり，誤ベクトルが増大する．なお，画像中の情報量が減るのでサブピクセ

ル誤差も増大する．検査領域が小さいほど，空間解像度が良くなるので，でき

るだけ小さい検査領域を用いた方が望ましいが，誤ベクトルが増大するため，

あまり小さな検査領域は用いることができず，従来の方法では，検査領域は

32×32 pixel 程度である． 

(b)再帰的相関法 

 検査領域サイズが大きければ，誤ベクトルの発生は抑えられるが，空間解像

度は悪くなる．一方，検査領域を小さくすれば，解像度は良くなるが誤ベクト

ルが増大する．この両者のメリットのみを用いるのが，再帰的相関法である．

小さな検査領域での誤ベクトルの発生は，似たパターンが多数発生することに

起因している．そこで，探査領域を正しい移動先の近傍に限定できれば，似た

パターンの発生確率を小さくできる．以下に，その具体的な解析手法を上述し

た直接相互相関法について示す． 

 ①大きな検査領域（64×64 pixel など）を用いて直接相互相関法を行い，輝度

値パターンの移動量ベクトルを求める．検査領域が十分大きいので，誤ベ

クトルは多くは発生していないと考えられる． 

 
図 2.12 サブピクセル精度（ガウス分布の場合） 
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 ②誤ベクトルの除去を行う．さらに，除去された誤ベクトル位置におけるベ

クトルを補間して求め，ベクトル候補とする．誤ベクトル除去で正しいと

判断されたベクトルは，そのままベクトル候補とする． 

 ③検査領域サイズをひとまわり小さくすると共に，探査領域を②で求められ

たベクトル候補の周囲に限定して直接相互相関法を行う．探査領域を限定

することで，小さな検査領域でも誤ベクトルの発生を抑えることができる． 

 ④ステップ②と③を繰り返す． 

 

 また，PIV固有の前処理として背景光除去がある．背景光除去は，背景画像を

各粒子画像から差し引くことにより，背景の不要な部分を消去し，トレーサ粒

子のみを画像に残す処理である．トレーサ粒子を流体にシーディングする前に，

あらかじめ背景のみの画像を撮影しておき，これを用いて背景光除去を行う． 
 

2.4.4 実験装置・方法 

図 2.13 に本実験で行った LIF-PIV による濃度・速度場同時計測の実験装置の

概略図を示す．コンプレッサにより圧縮された空気は，水蒸気と塵を取り除い

た後，レギュレータで一定の圧力に調整し，流路を 2 つに分岐させる．片方の

流路は，PIV計測に用いるオリーブ粒子を発生させるバブラを通過させ，もう一

方の流路は，空気流量に関する所定の実験条件を満たすため，流量計で空気流

量が調整され，双方を合流させた後，燃焼器へ供給する．また，LIF計測に必要

な蛍光を得るために，アセトンの入った容器（アセトンバブラ）内で，アセト

ン蒸気を発生させ燃料に混入させる．このとき，アセトンバブラに逆火するの

を防ぐため，窒素でアセトンをバブリングし，発生したアセトン蒸気を含んだ

窒素をメタンと合流させ，メタンとアセトンを均一に混合したものを燃焼器の

燃料ノズルに送った．このとき，メタンに対して 10.0%のアセトンを混入させて

いる．また，アセトンを混入させた窒素は，燃料全体の約 10%程度の流量とな

る．燃料濃度分布計測には，Nd:YAG レーザ（Spectra-Physics 社製 PIV-400）の

第 4高調波 λ = 266 nm（60 mJ/pulse）を用いる． PIV計測におけるトレーサ粒

子からのミー散乱光画像の取得には第 2高調波 λ = 532 nm を使用する．この第 2

高調波は，LIF 用の第 4高調波を出力する際，微量に出力される光を分光するこ

とにより得られる．この分光方法について述べる．図 2.14 に今回行った分光方

法の概略図を示す．図 2.14 が示すように，Nd:YAG レーザで第 4 高調波を出力

した場合でも，第 1 高調波，第 2 高調波も出力されている．本来は，ダイクロ

イックミラーにより特定の波長のみを取り出し，他の波長をビームダンパ等で

受光している．しかし，今回は図 2.14のように 2枚目の 266 nm ダイクロイック

ミラー透過後の第 2高調波を 532 nmダイクロイックミラーにて取り出している．

次に，第 4高調波と第 2高調波をクロスさせるように高さ方向に上げ，その後，

光軸を揃えてシリンドリカルレンズに導いている．本実験で使用した 266 nm ダ

イクロイックミラーは第 4 高調波を反射し，第 2 高調波を透過させる特性を持

つ．一方，532 nm ダイクロイックミラーは第 2高調波を反射するが，第 4高調

波を透過させる際，ミラー表面に傷がついてしまう特性がある．そのため，図

2.14 のような複雑な光学系を組み，ミラー類にダメージを及ぼさない工夫を施
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した．そして，このパルス光を長焦点距離（700 mm）のシリンドリカルレンズ

によって，測定体積中央部に厚さ約 0.2 mm のレーザシート光として形成した． 

また，LIF 用カメラでは，測定対象からの誘起蛍光を入射レーザ光に対して直

 
図 2.13 LIF-PIV同時計測のための実験装置 

 

 
図 2.14 第 2高調波と第 4高調波の分光方法 



28 

 

角方向からカメラレンズで集光する．測定範囲が適当な領域になるように，レ

ンズとカメラの間に接写リングを取り付けた．ただし，本実験では PIV 計測で

用いるオリーブオイル粒子を流れに混入させているため，LIF 用カメラにオリー

ブオイル粒子からのミー散乱光が入ってしまい，正確な濃度場を測定すること

が困難である．そこで，長波長カットフィルタ（朝日分光社製 XF554 VIS 490 nm 

50x50）を LIF 用カメラの前に設置した．このフィルタは，アセトン蒸気の蛍光

波長を透過させ，トレーサ粒子からのミー散乱波長（532 nm）をカットする能

力を有している． 
 

2.4.5 実験条件・計測範囲 

計測領域を図 2.15に示し，実験条件を表 2.2に表す．計測は，燃焼器の管出口

つまり火炎の保炎領域となっている．また，保炎器を管出口に設置すると，計

測領域に映り込んでしまうので，今回は保炎器なしで火炎を安定化させて実験

を行った．ここでは，いずれのケースでも非燃焼場での計測となっており，燃

料と空気の混合に着目しているので，燃料希薄条件でなく量論空気比付近で実

験を行った．計測は，各条件に対して 150 枚撮影した． 

     
 

図 2.15 LIF-PIV同時計測の計測領域 
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表 2.2 LIF-PIV同時計測における実験条件 

 
Qair[NL/min] QCH4[NL/min] QN2[NL/min] 空気比 λ 

中心閉鎖型 100 10.5 5.29 1.11 

中心開放型 100 10.5 5.29 1.11 

 

2.4.6 燃料濃度場・流れ場同時計測の結果 

図 2.16は，LIF-PIV 同時計測を行って得たメタン濃度場と流れ場の結果であ

る．中心閉鎖型の結果を図 2.16(a)に，中心開放型の結果を図 2.16(b)に示す．図

中では，メタン濃度場を疑似カラーによって表示し，流速の 2次元分布を黒色

のベクトルによって表している．ただし，PIV計測のトレーサ粒子が欠損してい

る領域では，画像相関をとる際に誤ベクトルが生成されてしまうので，トレー

サ粒子が存在していない領域でのベクトル算出処理を省いた．そのため，トレ

ーサ粒子欠損領域でのベクトルは表示されていない．中心開放型の条件では，

管出口において比較的均質なメタン濃度分布が形成されていることが分かる．

しかし，中心閉鎖型の条件では，局所的にメタン濃度が大きく低下している領

域が確認できる．これは，旋回流によって管出口の流路拡大部分で，強い逆流

が形成されており，その逆流により周囲の空気が巻き込まれ，部分的にメタン

濃度が著しく低下する領域が生成されたためであると考えられる．実際に．逆

流が存在している領域では，メタンの局所的な低濃度領域が分布している様子

が確認できる． 

 また，中心閉鎖型のケースでは，強い循環流によって生まれる渦の様子が，

図 2.16(a)の瞬時の流速分布から確認できる．このような渦によって，周囲空気

とメタンの混合は一層促進されると考えられる． 

次に，中心閉鎖型と中心開放型を使用した条件の下，得られた瞬時場 40枚か

ら算出した計測領域における平均のメタン濃度場と流れ場をそれぞれ図 2.17(a)

と 2.17(b)に示す．この結果からも，中心閉鎖型では，メタン濃度が中心開放型

に比べて，低下していることが分かる．これは，先程述べた旋回流によって生

じた逆流により，周囲空気が巻き込まれて混合され，メタンと空気の予混合気

体が希釈されたためである． 

さらに，上と同じ 40 枚の瞬時場から得たメタン濃度場と流れ場の時間変動に

ついて考察する．ここでは，メタン濃度場と流れ場の時間変動については，そ

れぞれメタン濃度と燃焼器軸方向速度の RMS 値としている．まず，メタン濃度

場に関する時間変動について，中心閉鎖型のケースを図 2.18(a)に，中心開放型

のケースを図 2.18(b)に示す．これらの図より，メタン濃度場の時間変動に関し

ては，中心開放型に比べて中心閉鎖型の方で，時間変動が大きいという特徴は

あるものの，両者とも燃焼器の半径方向全体にわたって一様であることが分か

る．一方，流れ場の時間変動を図 2.19に示す．図 2.18と同様に，中心閉鎖型の

ケースを図 2.19(a)に，中心開放型のケースを図 2.19(b)に示した．流れ場の時間

変動については，中心閉鎖型では燃焼器中心軸付近のみで値が小さい一方，中

心開放型では流れ場の時間変動が小さい領域が燃焼器半径方向に広く分布して

いることが分かる．また，次の 2.5節で示すように，中心閉鎖型では火炎が燃焼

器中心軸付近に存在するが，中心開放型の場合では火炎が燃焼器の半径方向に 

 



 

 

 

3
0
 

  

 
図 2.16(a) LIF-PIV法による濃度・速度同時計測結果（中心閉鎖型） 
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図 2.16(b) LIF-PIV法による濃度・速度同時計測結果（中心開放型） 
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(a) 中心閉鎖型 

         
(b) 中心開放型 

図 2.17 平均燃料濃度場・流れ場 

 

      

(a) 中心閉鎖型 

      

(b) 中心開放型 

図 2.18 燃料濃度場の時間変動 
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広く分布する．つまり，燃料濃度場における時間変動分布と流れ場における時

間変動分布，そして火炎の存在位置を考慮すると，火炎が存在する領域は，流

れ場の時間変動が小さい領域に一致するため，火炎の動的挙動に関して，燃料

濃度場よりもむしろ流れ場の影響が支配的であると言える． 

次に，LIF-PIV同時計測によって得た濃度・速度の同時データから乱流輸送量

を算出した．今回算出した乱流輸送量は，軸方向運動量の半径方向輸送量であ

るレイノルズ応力𝑢′𝑣′̃ とメタン濃度の半径方向スカラー輸送量𝑢′𝑓′̃ ，軸方向スカ

ラー輸送量𝑣′𝑓′̃ の 3 つである．ただし，u は燃焼器半径方向の速度成分，v は燃

焼器軸方向の速度成分，fは混合気体中のメタンの質量分率を表している．図 2.20

に中心閉鎖型と中心開放型の両方に対して，算出したレイノルズ応力𝑢′𝑣′̃ を示す．

図 2.20のレイノルズ応力の半径方向分布は，y = 5 mm の位置のものを示してい

る．これらの乱流輸送量の結果を見ると，結果にノイズが見られるが，これは

サンプル数の不足に由来するものであると考えられ，今回のような管出口領域

の乱流輸送特性を考える上では，十分傾向を読み取ることができるので，それ

ほど大きな問題ではないと言える．図 2.20 からは，中心開放型に比べて中心閉

鎖型の方で，レイノルズ応力が高い値で分布している様子が確認できる．すな

わち，中心閉鎖型では中心開放型よりも乱流に伴う運動量の輸送が活発に行わ

れていることが分かった．また，中心閉鎖型ではレイノルズ応力が左右で負と

正の分布をとっている．これは，流れ場における軸方向速度の速度勾配の分布

による影響であると考えられる．図 2.21に軸方向流速の半径方向の分布を示す．

       
(a) 中心閉鎖型 

       
(b) 中心開放型 

図 2.19 流れ場（軸方向速度）の時間変動 
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ただし，軸方向流速の半径方向分布は， y = 5 mm の高さにおける結果を示す．

これらの結果から，中心閉鎖型を使用した場合でのレイノルズ応力は，軸方向

流速の速度勾配が正の領域で負，負の領域で正となっていることが分かる．す

なわち，中心閉鎖型を使用した場合の軸方向運動量は，勾配拡散型の形をとっ

ていることが分かった． 

 次に，メタン質量分率の半径方向スカラー流束𝑢′𝑓′̃ と軸方向スカラー流束𝑣′𝑓′̃

の半径方向分布をそれぞれ図 2.22と 2.23 に示す．これらの結果は，いずれも y 

= 5 mm の高さにおける結果を表している．これらの結果を見ると，レイノルズ

応力と同様にメタン質量分率の半径方向スカラー流束𝑢′𝑓′̃ と軸方向スカラー流

束𝑣′𝑓′̃ も，中心開放型に比べて中心閉鎖型の方で，活発に乱流輸送が行われてい

ることが分かる．図 2.22 を見ると，半径方向のスカラー流束は，レイノルズ応

力と似たような傾向で分布している．図 2.17(a)の平均場の結果から，中心閉鎖

型条件のメタン平均濃度場は，ほぼ均質であり，濃度勾配がほとんどないと言え

る．つまり，濃度の拡散が，フィックの第 1 法則に従うなら，計測領域内での

濃度の輸送は，ほぼ無いと言えるが，実際には，流れ場には乱れや速度勾配が

 
図 2.20 レイノルズ応力𝑢′𝑣′̃ の半径方向分布 

 

 
図 2.21 軸方向流速の半径方向分布 
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存在しているので，濃度場が均質であっても濃度の輸送が行われる．そして，x 

= -15, 15 mm付近でメタン濃度の半径方向乱流輸送量𝑢′𝑓′̃ の大きさが最大になっ

ているという結果が得られた．また，この𝑢′𝑓′̃ の分布形状から，メタン濃度は外

側から中心部に向かって乱流輸送されていることが分かる．また，この結果で

はレイノルズ応力の分布と異なり，中心開放型の結果においても x = -30, 30 mm

の付近で乱流輸送量に変化があり，メタン濃度が半径方向の中心から外側に向

う方向に輸送されている分布となっていることが分かる．これは，計測領域に

おいてメタン存在領域が，半径方向にわずかに揺らいでいることが原因である

と考えられる． 

 次に，図 2.23ではメタン濃度の軸方向乱流輸送量𝑣′𝑓′̃ の半径方向分布が示され

ているが，こちらの結果でも，中心開放型を使用した条件に比べ，中心閉鎖型

を使用した条件では盛んに乱流輸送が行われている様子が見られる．また，メ

タン濃度の軸方向乱流輸送量𝑣′𝑓′̃ は，中心部で低い値をとり半径方向に行くにつ

れ，その値が高くなり，およそ x = -18, 20 mm の位置でピークとなり，さらに半

径方向に行くにしたがって，再び低下していくような分布となっている．この

 

図 2.22 メタン濃度の半径方向乱流輸送量𝑢′𝑓′̃ の半径方向分布 

 

 

図 2.23 メタン濃度の軸方向乱流輸送量𝑣′𝑓′̃ の半径方向分布 
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ような分布から，メタン濃度の軸方向乱流輸送量𝑣′𝑓′̃ は，x = -18, 20 mm 付近で

最も大きくなり x = 0 mm の中心軸上と管の淵近くで低下していることが分かる．

図 2.23を空気の質量分率の軸方向乱流輸送量𝑣′𝑓𝑎𝑖𝑟′̃ に書き換えると図 2.24のよう

になる．この図から，周囲空気は x = -18, 20 mm の位置において，盛んに燃焼器

上流側に取り込まれ，混合されていることが分かる． 

以上のように，乱流輸送特性を考察することで，中心閉鎖型では中心開放型に

比べて乱流輸送が活発に行われており，中心閉鎖型においてメタン濃度が低下

する要因を定量的に明らかにした． 

2.5 流れ場と火炎挙動の関係 
前節では，火炎の動的挙動に影響を与える燃料濃度場と流れ場を，中心閉鎖

型と中心開放型を使用したそれぞれの条件にて明らかにしたが，燃料濃度場よ

りも流れ場の方が火炎の動的挙動に影響を与えることが明らかとなった．そこ

で，この節では，火炎周辺に存在する未燃予混合気の流れ場と火炎挙動の相互

関係を明らかにすることを目的とする．非定常な燃焼器内の流れ場と火炎挙動

を連続的に取得する必要があるため，時系列 PIV 計測実験をした．この実験で

は，流れ場だけではなく火炎挙動も同時に捉えるため，トレーサ粒子として可

燃性のオリーブオイル粒子を使用した．ただし，オリーブオイルは燃料として

も働くため，火炎挙動への影響について留意する必要がある．本実験で，トレ

ーサ粒子として混入させたオリーブオイルの含有率（体積）を気体状態で考え

ると，空気に対して 0.1%程である．一方．燃料のメタンについては，空気に対

して 6%程である．さらに，オリーブオイルとメタンの単位体積あたりの発熱量

を考慮すると，メタンに対するオリーブオイルの発熱量は約 1.2%に過ぎず，2.3

節で示した逆火・吹き消え限界空気比に対する影響も高々2%であったため，本

実験ではオリーブオイルが火炎挙動に及ぼす影響は，ほぼ無視できると考えた． 

  

 2.5.1 垂直断面における時系列 PIV計測 

この 2.5 節で述べる実験に使用した装置の概略図を図 2.25 に示す．用いる燃

焼器は 2.2節で述べた固定旋回羽根付燃焼器である．コンプレッサから供給され

 

. 図 2.24 空気濃度の軸方向乱流輸送量𝑣′𝑓𝑎𝑖𝑟′̃ の半径方向分布 
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た空気は，水蒸気と塵が取り除かれた後，レギュレータで一定の圧力に調整さ

れ，2流路に分岐される．一方の流路には，途中にバブラを設けることによって，

PIV計測に用いるトレーサ粒子となるオリーブオイル粒子を空気に含ませ，その

後，もう一方の流路と合流させることによって，空気流量に関する実験条件を

満たすようにし，燃焼器へと導く．さらに，燃料としてメタンを使用し，空気

の流路とは別の流路によって燃焼器まで運ばれ，燃焼器内で燃料と空気を混合

させる．また，PIV計測に必要な光源として，波長 514.5 nm の連続発振 Ar+レー

ザ（Spectra Physics 社製 Stabilite2017，定格電力 6W）を用いた．このレーザ光を

3枚のシリンドリカルレンズでシート状にし，燃焼器出口付近に導いた．さらに，

トレーサ粒子からの散乱光を測定する高速度カメラ（Photoron 社製 FASTCAM 

SA-3 model120K-M2 1024×1024 pixels）をレーザシート前面に配置し，前方散乱

光を検出することによって，トレーサ粒子からの散乱光強度を強め，相対的に

ガラス管表面における反射の影響を低減した． 

2.5.2 実験条件・計測範囲 

 表 2.3は，本節で行った時系列 PIV計測の実験条件を示している．中心閉鎖型

と中心開放型の燃焼器において，空気流量 airQ = 50, 100 NL/min の条件の下，非

燃焼場と燃焼場に対して計測を行った．ただし，中心閉鎖型を使用した場合，

airQ = 100 NL/min では火炎が保炎されないため，燃焼場における計測は行って

 
 

図 2.25 時系列 PIV 計測に用いる実験装置（固定旋回羽根付燃焼器） 
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いない．また，燃焼場に対する時系列 PIV 計測における空気比の条件について

は，逆火時の火炎挙動を明らかにするため，それぞれの空気流量における逆火

限界空気比に設定した．時系列 PIV 計測における計測範囲は図 2.26 中の斜線部

が示す部分であり，ガラス管上端から 95 mm 上流の位置までとした． 

 

表 2.3 時系列 PIV 計測の実験条件 

空気流量 airQ

[NL/min] 

中心閉鎖型 中心開放型 

非燃焼場 燃焼場 非燃焼場 燃焼場 

50 空気のみ λ = 1.93 空気のみ λ = 1.58 

100 空気のみ 保炎不可 空気のみ λ = 1.61 

 

2.5.3 流速分布 

 図 2.27 と 2.28 は，中心閉鎖型を使用し，空気流量をそれぞれ airQ = 50, 100 

NL/minに設定した非燃焼場における時系列 PIV計測の結果を示している．また，

中心開放型を使用し，空気流量を airQ = 50, 100 NL/min として非燃焼場における

計測を行った結果を図 2.29と 2.30に示す．全ての条件において，各図は，ガラ

ス管軸方向（y方向）の流速 vを疑似カラーによって表しており，上（下流）方

     
 

図 2.26 時系列 PIV計測における計測範囲（固定旋回羽根付燃焼器） 
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図 2.27 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（中心閉鎖型，空気流量 airQ = 50 NL/min） 
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図 2.28 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（中心閉鎖型，空気流量 airQ = 100 NL/min） 
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図 2.29 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（中心開放型，空気流量 airQ = 50 NL/min） 
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図 2.30 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（中心開放型，空気流量 airQ = 100 NL/min） 
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向を正として赤色で，下（上流）方向を負として青色で示している．また，図

中の黒色矢印は，x-y 平面における 2 次元速度ベクトルを示している．さらに，

各図の上部に示した t は，任意の時刻からの時間経過である． 

中心閉鎖型を用いた結果を示す図2.27と2.28 では，ガラス管中心軸に沿って，

上流へ逆流している領域が見られる．これは，ガラス管中心軸付近では，旋回

流によって遠心力を受け，負圧となっているためである．一方，中心開放型の

結果を示す図 2.29と 2.30 では，管中心軸部分でも下流への流れとなっているこ

とが分かる．これは，スワーラ中心から軸流噴流を噴出させた効果であると考

えられる．中心開放型において，スワーラの旋回羽根を通過する流量とスワー

ラ中心部を通過する流量の割合を熱線風速計によって計測し，スワール数を算

出した結果，空気流量 airQ = 50 NL/min のときのスワール数は S = 0.47，空気流

量 airQ = 100 NL/min のときは S = 0.42であった．通常，この程度のスワール数で

あれば，管中心軸に沿って低速領域が形成されるはずであるが，管壁側と比べ

て変わらない下流方向への流速となっていることが明らかとなった．すなわち，

中心閉鎖型では，管中心軸に沿って形成される逆流によって，管半径方向の速

度勾配が大きくなる．一方，中心開放型では，管中心軸でも下流への流れが存

在するため，速度勾配がほぼ見られない流れ場が管内に形成されていることが

明らかとなった． 

ここで，それぞれの条件で，図 2.27 から 2.30 で示した瞬時場を含む 1360 枚

の瞬時場を平均化した結果を，図 2.31 から 2.34 に示す．図 2.31 および図 2.32

に示す中心閉鎖型を使用した場合ではガラス管中心軸に沿って逆流が形成され

ており，図 2.33および図 2.34が示す中心開放型を使用した場合では計測領域全

域にわたって流速分布が一様であることが平均場からも明らかとなった．さら

に，この平均を取った際の RMS 値を時間変動と定義して図 2.35 から 2.38 に示

す．この時間変動についても空気流量に関する条件に関わりなく，燃焼器の種

類ごとに共通の結果を示している．中心閉鎖型では，ガラス管中心軸付近で時 

  
図 2.31 平均軸方向速度       図 2.32 平均軸方向速度    

（中心閉鎖型, airQ = 50 NL/min）   （中心閉鎖型, airQ = 100 NL/min） 
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図 2.33 平均軸方向速度       図 2.34 平均軸方向速度     

（中心開放型, airQ = 50 NL/min）  （中心開放型, airQ = 100 NL/min） 

 

 

 

 
 

 
図 2.35 軸方向速度の時間変動    図 2.36 軸方向速度の時間変動    

（中心閉鎖型, airQ = 50 NL/min）  （中心閉鎖型, airQ = 100 NL/min） 
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間変動が大きくなっているため，速度の変動が壁側に比べて大きかったことが

分かる．一方，中心開放型を使用した場合では，時間変動も計測領域の全体に

わたって一様であり，その値は中心閉鎖型と比べて小さいことが分かる． 

 

2.5.4 中心閉鎖型燃焼器における流れ場と火炎挙動の関係 

 次に，燃焼場における計測結果に移る．まず，中心閉鎖型を使用した条件す

なわち中心軸に沿って逆流領域が形成され管半径方向に速度勾配が大きい条件

での火炎挙動を明らかにする．図 2.39は，空気流量 airQ = 50 NL/min の条件の下，

カラー撮影が可能な高精細高速度カメラ（Photoron 社製  FASTCAM SA-X 

1024×1024 pixel）を用いて火炎の化学自発光の撮影を行い，その結果を時系列に

並べたものである．これらの画像において，火炎先端部の形状に着目すると，

丸みを帯びた下に凸な形状を示していることが分かる．また，図 2.40 は時系列

PIV計測時に撮影するトレーサ粒子画像を時系列に並べて表している．これらの

画像では，黒色部分がトレーサ粒子の欠損している部分に対応している．本来

 
図 2.37 軸方向速度の時間変動      図 2.38 軸方向速度の時間変動   

（中心開放型, airQ = 50 NL/min）    （中心開放型, airQ = 100 NL/min） 

 

 
図 2.39 火炎自発光画像 
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であれば，このトレーサ粒子欠損部分の形状と図 2.39 で示した火炎形状は，似

た形状を示すはずであるが，両画像における形状に注目すると，図 2.40 ではト

レーサ粒子欠損部分の先端が細長い形状となっており，両者は全く異なる形状

を示していることが分かる．本研究では，図 2.40 の先端部分で観察された紐の

ような細長く化学発光を示さない粒子欠損部分を“紐状予熱帯”と呼ぶ．因み

に，図 2.39と図 2.40 は同時に撮影して得られた結果ではないが，両者の形状の

不一致は，撮影時間全体を通してほぼ常に見られたため，この不一致は特定の

瞬間を取り出したものではないことが言える．続いて，図 2.41 に中心閉鎖型条

件で，空気流量 airQ = 50 NL/min とした時の燃焼場における時系列 PIV計測結果

を示す．各図において，未燃予混合ガスが存在する領域では，前節で述べたよ

うに，疑似カラーによって燃焼器軸方向速度を，黒色矢印で x-y平面における 2

次元速度ベクトルを表し，それに加えて，火炎によって高温となりトレーサ粒

子が欠損している領域を黒色領域によって示している．これらの結果より，上

記で明らかとなった“紐状予熱帯”が生成される原因として以下のことが考え

られる．図 2.41 では，火炎先端部において管半径方向の速度勾配が非常に大き

くなっている．このような速度勾配が大きい流れ場に火炎が存在する場合には

火炎伸張が生じる．その様子を示した概念図を図 2.42に示す．図 2.42のように

火炎面付近に速度勾配が存在する場合には，火炎面の法線方向に向かうにつれ

て火炎面に流入する未燃ガスの質量流速が低下する．そのため，伸張状態にあ

る火炎の火炎温度は低下し燃焼速度も減速する．そして，伸張率が臨界以上の

値では火炎面での反応を維持できず最終的に消炎が起こる．ここでも，火炎先

端において火炎伸張による消炎が生じ，それ以上火炎が上流側へ移動できなく

なったと考えられる．その上，後述するメカニズムによって火炎の熱のみが火

炎先端上流部へ運ばれ，その熱によってオリーブオイル粒子が欠損したことに

よって“紐状予熱帯”が生成されたと考えられる，そのため，“紐状予熱帯”の

領域では，燃焼反応には至っていないと考えた．ここで，一般的に火炎の伸張

度を表すカルロビッツ数 Kaについて，その値が Ka ≥ 1～2で火炎伸張に伴う消

炎が起こるとされている．このケースにおけるカルロビッツ数の算出について

は，第 4章にて述べる．  

さらに，上記の“紐状予熱帯”が火炎から離れた上流側まで伝播した理由に

ついて考察する．旋回流の渦心を伝播する火炎など，渦輪中では火炎が高速で

伝播することが知られており，その原因の一つとして，篠田らが提案した渦糸 

 
図 2.40 トレーサ粒子画像 
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図 2.41 燃焼場における時系列 PIV計測結果－紐状予熱帯－（中心閉鎖型，空気流量 airQ = 50 NL/min） 
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駆動メカニズム[21]がある．渦糸駆動メカニズムでは，渦糸が火炎の熱膨張の影

響などで捻じ曲げられ，ラセン状の孤立波（渦糸ソリトン）を形成すると同時

に，渦糸ソリトンが誘起する速度が火炎を前方に駆動するというものである[22]．

今回のケースでは，図 2.43 のように火炎からの熱の供給による熱膨張に伴い渦

糸がねじれ，渦糸ソリトンが形成される．そして，火炎先端を熱源として“紐

状予熱帯”が渦糸ソリトンの誘導速度によって伝播していると考えられる．本

来であれば，この“紐状予熱帯”ではなく，火炎が上流へ伝播し逆火が生じる

ものと考えられるが，上述したように本ケースでは，火炎先端付近において速

度勾配が非常に強いため，火炎伸張による消炎作用が働き，“紐状予熱帯”のみ

が観測されたと考えられる． 

また，火炎先端における消炎は，旋回流による強い逆流が火炎先端付近でも

燃焼器中心軸に沿って存在しているにも関わらず，火炎が上流側へと直ちに逆

火していかない大きな要因の一つとして挙げられる．ここで，燃焼場における

時系列 PIV 計測の結果，非燃焼場とは異なり，火炎先端部において逆流領域の

合間に正の流速を持った領域が断続的に生成されている様子が明らかとなった．

その様子を図 2.44に示す．同条件での非燃焼場における結果である図 2.27では，

管中心軸に沿う逆流領域が途切れることなく連なって存在している様子が確認

できる．しかし，燃焼場における結果を示す図 2.44 の結果からは，火炎先端付

近で逆流領域が途切れて，所々正の流速を持った領域が存在している様子が確

 
図 2.42 速度勾配を伴う流れ場に存在する火炎が受ける火炎伸張 
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認できる．このような火炎先端で形成される正の速度領域が形成されるメカニ

ズムとして以下のことが考えられる．火炎先端の上流部では，図 2.45 のように

“紐状予熱帯”を媒体として火炎からの熱が供給されることが推測できる．こ

の場合，供給された熱によって，火炎先端上流部に存在する未燃予混合気は熱

膨張を起こし，密度が低下する．そのような低密度領域では浮力の作用を受け，

上向きの速度が誘起される．これが火炎先端付近で逆流領域の合間に正の流速

を持つ領域が生成されるメカニズムであると考えられる．そして，このような

火炎先端部での逆流領域の合間に生成される正の速度領域によって，火炎が下

流側に押し戻されている様子が時系列 PIV計測の結果から明らかとなった． 

以上から，中心閉鎖型を用いた場合では，火炎の上流移動抑制効果として， 

①火炎先端部の強い速度勾配による火炎伸張に伴う消炎 

②火炎先端から“紐状予熱帯”を媒体として上流側に熱が供給され，上流側に

存在する未燃予混合気へ作用する浮力の作用 

の 2点が明らかとなった．

 
 

図 2.43 “紐状予熱帯”生成のメカニズム 
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図 2.44 燃焼場における時系列 PIV計測結果－火炎後退－（中心閉鎖型，空気流量 airQ = 50 NL/min） 
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2.5.5 中心開放型燃焼器における流れ場と火炎挙動の関係 

 中心開放型を使用した条件すなわち管半径方向の速度勾配がほとんど見らな

い流れ場における火炎挙動について考察を行う．中心開放型使用条件下で，空

気流量を airQ = 50, 100 NL/minとして時系列PIV計測を行った結果をそれぞれ図

2.46と2.47に示す．これらの図が示す疑似カラーやベクトルそして黒色領域は，

上記の燃焼場における結果と同様である．空気流量が airQ = 50 NL/min の時は，

図 2.46 の(a)と(b)が示すように，大きく 2 種類の火炎形状が観察された．1 つ目

は図 2.46(a)で見られるような未燃予混合気に凸な形状で滑らかな火炎面を有す

るコーン状火炎である．非燃焼場における時系列 PIV 計測の結果から，この条

件では，スワーラ中心からの軸流噴流によって，旋回流の旋回軸においても低

速領域がほとんど確認できなかった．つまり，旋回流による火炎安定化効果が

ほとんどない状態である．また，このコーン状火炎の先端には低速領域が存在

している様子が確認できる．この低速領域は，非燃焼場における流れ場では確

認されなかったため，火炎の存在によって形成されたものである．2つ目は，図

2.46(b)で見られるような複雑な火炎構造を持つ平たいセル状火炎である．この平

たいセル状火炎は，上述のコーン状火炎の条件からさらに当量比を上げた逆火

限界空気比に近い状態でよく観察された．この火炎のセル状化については，火

炎不安定性の影響によるものであると考えられる．また，時系列 PIV 計測の結

果から，この複雑な火炎面形状を有するセル状火炎は，流れ場中の低速領域を

伝わって上流側へと伝わる様子は見られず，複数存在する火炎面凸部が対向す

る未燃ガス中に勢いよく成長していき火炎が上流側に移っていく様子が観察さ 

 
図 2.45 火炎先端上流部における上向き速度領域の生成メカニズム 
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図 2.46(a) 燃焼場における時系列 PIV計測結果－火炎コーン形状－（中心開放型， airQ = 50 NL/min） 



 

 

 

5
3
 

 

  
 

 
 

図 2.46(b) 燃焼場における時系列 PIV計測結果－火炎セル形状－（中心開放型， airQ = 50 NL/min） 
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図 2.47 燃焼場における時系列 PIV計測結果（中心開放型， airQ = 100 NL/min） 
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れた． 

 次に，空気流量が airQ = 100 NL/min の条件では，図 2.47のように，火炎は全

体の概形としてコーン状を保っているがその火炎面は複雑化しており，セル状

化している様子が観察された．この条件でも，火炎不安定性から火炎面がセル

状化しているが，空気流量の増加に伴って，旋回流の周方向速度が増し，旋回

流の軸付近で弱い低速領域が形成されたため，火炎先端がその低速領域によっ

て安定化され，全体としてコーン状の火炎形状となったと考えられる． 

 ここで，セル状火炎を誘起する火炎不安定性について述べる．一般的に，火

炎不安定性を引き起こす原因として，以下の 3 つの要因が考えられている[23]． 

  ①外力不安定 

  ②流体力学的不安定 

  ③拡散・熱的不安定 

不安定化機構のスケールは①から③になるにつれて小さくなる．このうち，①

の外力不安定性とは高密度流体の下に低密度流体があるときに浮力の影響によ

って不安定になる効果である．このような外力不安定は，火炎が下から上向き

に伝播する場合で発生すると考えられるが，本実験のように火炎が下向きに移

動するケースでは低密度流体の下に高密度流体が存在するので，この不安定性

は発生しない．そのため，本実験系では火炎不安定性の原因として，②流体力

学的不安定と③拡散・熱的不安定が考えられる． 

 ②の流体力学的不安定について図 2.48 を用いて説明する．流体力学的不安定

は，火炎面近傍で未燃ガスが熱膨張し流速が増大することに起因する不安定性

であるが[24]，以下では図 2.48 によって，より詳細なメカニズムを解説する．図

2.48 に示すように，火炎面に擾乱がある場合に，火炎面の前後で速度の接線方

向成分が連続であるため，流線は火炎を通過する際に，火炎面の局所法線の方

向へ曲げられる．このため，図 2.48 で示したように，火炎面が未燃予混合気に

凸ならば，はるか上流とはるか下流では摂動が 0 になり，流管断面積は同じで

なければならないので，流管の断面積は火炎面で初期の A より拡がるはずであ

る．非圧縮性流れでは，流路断面積が増大すると流れは減速する．そのため，

火炎は未燃予混合気側に加速される．反対に，火炎面が未燃予混合気に対して

凹の場合には流管は縮小し，その分流速が大きくなるので火炎は既燃側へと押

し戻される．つまり，流体力学不安定により火炎面の凸部は上流へ伸展し，凹

部は下流へと押し戻されるため，火炎面が複雑化しセル状火炎が形成される． 

 次に，③の拡散・熱的不安定性について図 2.49 を用いて説明する．未燃予混

合気に突出した反応面は，反応物については吸い込みとして，熱については湧

き出しとして働く．したがって，反応面への不足側成分の拡散が促進されれば，

熱発生速度が増大するため，火炎温度は上昇し燃焼速度が大きくなる．一方，

反応面からの熱伝導率が促進されれば，火炎温度は低下し燃焼速度は遅くなる．

現在，対象としている希薄メタン・空気混合気体では，Le < 1であるため，熱に

比べて物質の拡散が選択的に行われ，それによって増大した火炎温度は燃焼速

度の増加を招き，火炎面の突出はより大きくなる方向に作用したと考えられる．

さらに，Le が異なる 2 成分反応物系では，純粋に物質間の拡散によって生じる

現象（選択拡散）が追加される．この効果によって，上流側に突き出た部分に 
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図 2.48 流体力学的不安定の概略図 

 

 

 
図 2.49 拡散・熱的不安定の概略図 
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は拡散しやすい反応物が集中し，逆に下流側につきだした部分には拡散しにく

い成分が集まる．したがって，火炎のしわによって局所的な混合比が生じ，こ

の組成変化によって火炎温度は変化し，燃焼速度も変わるため，反応面の運動

に影響が現れてくる．不足側成分の拡散率が大きい場合には，混合比の変化が

不安定側に働く． 

 以上より，中心開放型が生成する速度勾配の小さい流れ場における火炎挙動

をまとめると，初めは，燃料希薄の安定状態にある火炎はコーン状になってい

るが，徐々に当量比を上げ逆火限界空気比に近づくと，火炎が発する熱によっ

て未燃予混合気の熱膨張が起こり，それによって流体力学的不安定性が顕著に

なり，火炎面に凹凸が生まれる．そして，この火炎面の凹凸が拡散・熱的不安

定によってさらに，不安定性が助長されセル状火炎が形成される．このように

して，火炎形状が複雑化することによって火炎面面積が増加し，それによって

燃焼速度が大きくなり逆火に至ると考えられる． 

 

2.6 渦心の歳差運動と紐状予熱帯の特性  
この節では，旋回流を伴う流れ場において，火炎挙動に影響を与える渦心の

歳差運動と 2.5節で明らかとなった“紐状予熱帯”の連続性を明らかにするため

に，燃焼器の水平断面における時系列 PIV計測を行った． 

 

2.6.1 水平断面における時系列 PIV計測 

水平断面における時系列 PIV 計測を行うため実験装置は，図 2.25 で示した垂

直断面における実験装置と同様である．ただし，水平断面における撮影を行う

ため，高速度カメラの位置を変更した．非燃焼場における撮影では，ガラス管

上部に保炎器を設置する必要がないため，カメラをガラス管の真上に設置し撮

影を行った．一方，燃焼場における撮影では，火炎をガラス管出口付近に保持

する保炎器を設置する必要があるので，粒子画像の撮影には鏡を利用した．そ

の様子を示した概略図を図 2.50に示す． 

 
 

図 2.50 燃焼場を対象とした水平断面における時系列 PIV計測の撮影方法 
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2.6.2 実験条件・計測範囲 

 まず，非燃焼場において旋回流の渦心に関する挙動を中心閉鎖型と中心開放

型条件で比較するため，着火させない状態にて，図 2.51 中のガラス管出口断面

（y = 0 mm）において時系列 PIV計測を行い，旋回流の渦心の様子を可視化した．

ちなみに，中心閉鎖型・中心開放型それぞれにおいて，空気流量 airQ = 50, 100 

NL/min の 2条件を行った． 

一方，燃焼場での計測は，図 2.41 で示した“紐状予熱帯”の特性について明

らかにするために行った．図 2.41では，“紐状予熱帯”が断続的に見えたが，PIV

計測の原理上，“紐状予熱帯”がレーザシート平面から離れた場合，“紐状予熱

帯”は観測できない．そこで，x-z 断面の計測を行うことによって，“紐状予熱帯”

は火炎からひと続きの連続したものか，それとも断続的に途切れているものか

を判断するため，図 2.51で示す x-z 断面 2 か所（y = -65, -110 mm）で時系列 PIV

計測を行った．この“紐状予熱帯”の連続性を判断する実験条件は，図 2.41 が

示す条件と同様にし，“紐状予熱帯”が観測された中心閉鎖型を使用し，かつ空

気流量 airQ = 50 NL/min とした．また，空気比に関する条件は，火炎を一定の場

所に定在化させるため，逆火限界空気比よりも燃料流量を絞り希薄側条件であ

る λ = 2.00とした． 

 

 
 

図 2.51 水平断面における時系列 PIV計測の計測範囲 



 

59 
 

 

2.6.3 渦心の歳差運動 

図 2.52と 2.53は，中心閉鎖型を使用した条件の下，空気流量をそれぞれ airQ

= 50, 100 NL/minに設定した時の非燃焼場における時系列 PIV計測の結果である．

また，図 2.54と 2.55は中心開放型を用い，それぞれ airQ = 50, 100 NL/min とし

た時の非燃焼場での結果を示している．これらの図では，x-z 断面における 2次

元速度分布をベクトルにて示し，渦度を疑似カラーによって表している．図 2.52

と 2.53 の結果から，中心閉鎖型では旋回流の渦心がガラス管中心軸の周りを旋

回流の旋回方向に回転している様子が観察できる．これは渦心の歳差運動であ

り，旋回を伴う燃焼場では渦心の歳差運動に追従して火炎が燃焼器壁面に接近

し，壁面を焼損させる恐れがある．一方，中心開放型を用いた結果である図 2.54

と 2.55 では，旋回流の渦心は確認できるものの，その渦度は中心閉鎖型に比べ

ると非常に小さく，渦心の歳差運動も観察されない．
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図 2.52 未燃焼場における時系列 PIV計測結果（中心閉鎖型，Qair = 50NL/min，x-z断面） 

 
 

図 2.52 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（中心閉鎖型， airQ = 50 NL/min，x-z 断面） 
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図 2.53 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（中心閉鎖型， airQ = 100 NL/min，x-z 断面） 

 



 

      

  

6
2
 

 

 

 

  

 
 

図 2.54 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（中心開放型， airQ = 50 NL/min，x-z 断面） 
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図 2.55 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（中心開放型， airQ = 100 NL/min，x-z 断面） 
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2.6.4 紐状予熱帯の特性 

 図 2.56と 2.57は 2.6.2項で示した y = -65 mm と y = -110 mm に位置する x-z 断

面において時系列 PIV 計測を行い，2次元速度分布から算出した渦度の分布を表

している．ここでは，20 ms 間隔で 8 枚の渦度分布を掲載した．この図では，渦

度が正の方向に大きい領域では赤色，負の方向に大きい場合は青色となるよう

に疑似カラーで表示している．また，中心部付近に存在する黒色領域は“紐状

予熱帯”の断面を表している．計測位置が異なる図 2.56と 2.57のすべての瞬時

場において，黒色領域が確認できるが，x-y 断面計測面からずれている瞬時場も

ある．よって，“紐状予熱帯”は連続的であると考えられ，x-y 断面計測で“紐

状予熱帯”が断続的に観測された原因は．“紐状予熱帯”の一部がレーザシート

平面からずれたことであると考えることができる．また，x-y断面計測では，“紐

状予熱帯”が渦心の左右に交互に現れるような動きを示していたが，それは，“紐

状予熱帯”が渦心の歳差運動に伴って回転運動しており，ガラス管中心軸を通

る x-y断面でのみ観察していたため，左右に交互に現れるように見えたと考えら

れる．さらに，“紐状予熱帯”は常に渦度が大きい領域中に存在しており，渦度

が大きい領域に合わせて“紐状予熱帯”の断面形状が変化していることも明ら

かとなった． 

 ここで，測定領域面内における速度ベクトルから渦心位置を求め，その時間

変化を表したものを図 2.58に示す．ここでは，6 ms 間隔で 53枚の速度ベクトル

から求めた渦心位置をプロットしている．この図から y = -65 mm および y = -110 

mm において渦心位置の値自体は異なるものの，渦心位置の時間変化の振れ幅は

概ね等しいことが分かる．また，渦心と“紐状予熱帯”の詳細な位置関係を捉

えるため，渦心を黄丸で，“紐状予熱帯”の断面を黒色領域で表した水平断面に

おける時系列 PIV 結果を図 2.59に示す．これらの図から，“紐状予熱帯”は渦心

を含むか，渦心を囲むような挙動を示しており，いずれの場合でも渦心近くに

存在していることが明らかとなった．
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図 2.56 燃焼場における時系列 PIV計測結果（中心閉鎖型， airQ = 50 NL/min，x-z 断面，y = -65 mm） 
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図 2.57 燃焼場における時系列 PIV計測結果（中心閉鎖型， airQ = 50 NL/min，x-z 断面，y = -110 mm） 
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図 2.58 渦心位置の時間的変化 

 

 
図 2.59(a) 渦心と“紐状予熱帯”の相対的位置関係（y = -110 mm） 
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図 2.59(b) 渦心と“紐状予熱帯”の相対的位置関係（y = -110 mm） 
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2.7 第 2章のまとめ 
本章では，ガスタービン実機の燃焼器のうち予混合燃焼が行われている部分

をモデル化した中心閉鎖型燃焼器と逆火の抑制を目的とした中心開放型燃焼器

において，燃料濃度分布と流速分布が火炎挙動に与える影響を考察した．燃料

濃度分布と流速分布の取得には LIF-PIV 同時計測を，流速分布と火炎挙動の取

得には時系列 PIV計測を用いた．中心閉鎖型と中心開放型では，それぞれ燃焼

器の中心軸に低速領域（逆流領域も含む）が存在する流れ場と燃焼器半径方向

に速度分布が一様である流れ場を示していたので，以下に，低速領域が存在す

る流れ場と速度分布が一様な流れ場における結論としてまとめる．  

  

・燃料濃度の時間変動と燃焼器軸方向速度の時間変動を比較したところ，軸方

向速度の時間変動が小さい領域と火炎が存在する領域が一致したため，主に火

炎の動的挙動に影響を与えているものは，燃料濃度場よりも寧ろ流れ場である

ことが明らかとなった． 

 

・低速領域が存在する流れ場では，火炎先端上流部において，オリーブオイル

粒子が焼損しているにもかかわらず，火炎の自発光が観察できない“紐状予熱

帯”が存在していることが分かった．本来，火炎自体がラセン状になった渦糸

に誘起され，火炎が上流側へと伝播して行くところ，火炎先端では燃焼器半径

方向に強い速度勾配が存在するため，火炎伸張を受けた影響で火炎先端では消

炎が起こり，火炎の熱のみがラセン状となった渦糸に誘起され火炎先端上流部

に運ばれ，“紐状予熱帯”が生成されたと考えられる．また，“紐状予熱帯”が

媒体となり，火炎先端の熱が上流へと供給される．それによって，上流の未燃

ガスが熱膨張を起こし，密度が低下することによって浮力が発生し，火炎先端

よりも上流側で，上向きの速度が誘起されることが考えられる． 

 

・速度分布が一様な流れ場において，逆火限界空気比に設定した状態では，火

炎面は複雑化しセル状火炎へと変化する．この火炎のセル状化は，火炎面近傍

における熱膨張によって流速が増大することが原因の流体力学的不安定と拡

散・熱的不安定によって誘起される．さらに，火炎のセル状化は，火炎面面積

を拡大し，燃焼速度が増加するため，火炎の上流伝播が促進され，最終的に逆

火に至ることが明らかとなった． 
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第 3 章 火炎挙動に及ぼす旋回強さの影響 

 

3.1 はじめに 

 前章では，中心閉鎖型と中心開放型燃焼器を用いて，低速領域が存在する流れ

場と流速分布が一様な流れ場における火炎挙動を考察した結果，中心閉鎖型燃

焼器を使用した方が火炎の安定性が高いことが分かった．そこで，本章では中

心閉鎖型燃焼器において，羽根角度を変えることによって旋回強さが異なる流

れ場を作り出し，その旋回強さが希薄予混合火炎の動的挙動に及ぼす影響につ

いて考察する．そのため，旋回強さを時間的に一定に固定した状態で，複数の

強さを持つ流れ場を用意した．ここでも，流れ場と火炎挙動の相互関係を明ら

かにするため前章で用いた時系列 PIV計測を行った．  

 

3.2 手動式可変旋回羽根付燃焼器 

3.2.1 手動式可変旋回羽根付燃焼器の構造 

本章では，旋回強さが希薄予混合火炎の動的挙動に及ぼす影響を明らかにする

ため，燃焼器内に発生させる旋回流の旋回強さを任意に調整できるように，ス

ワーラの羽根角度を手動で変化させることができる手動式可変旋回羽根付燃焼

器を導入した．図 3.1にその燃焼器の図を示す．第 2章で用いた固定旋回羽根付

 

図 3.1 手動式可変旋回羽根付燃焼器（左図：全体図，右図：入口部拡大図） 
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燃焼器と同様に，ガスタービン燃焼器のうち予混合燃焼が行われている一部を

取り出したものである．本燃焼器においても，燃焼器底部より燃料と空気を別々

に取り入れ，燃焼器中心軸にあり直径 1 mm の穴が 18個空けられた燃料ノズル

から燃料を噴き出し，周囲の空気と混合させ，その混合ガスをスワーラに通す

ことにより旋回を与えた．本実験で用いたスワーラは図 3.2 で示すように，36

枚の羽根から成り立っており，羽根角度を手動で変更させることによって，旋

回流の強さを独立的に変化させることができる仕組みになっている．このスワ

ーラを通る予混合気はすべて旋回羽根を通過する構造となっているので，第 2

章にて扱った燃焼器構造のうち中心閉鎖型の燃焼器となる．旋回を与えられた

混合ガスは，固定旋回羽根付燃焼器と同様に燃焼室を模擬した合成石英製のガ

ラス円筒管（長さ L = 350 mm，内径 D = 60 mm）内部を流れ大気中へ開放され

る．また，ガラス円筒管上端より 20 mm 上方には，固定旋回羽根付燃焼器でも

用いた直径 12 mm のセラミックス製円柱を保炎器として設置した． 

 

3.2.2 旋回流強さ 

 旋回強さを表す指標としてスワール数 S を用いる．前章の 2.2.3 項の式(2.4)で

示したスワーラ形状（Ri：内径 Ro：外径）と羽根角度 α の幾何的情報からスワ

ール数 Sを算出した[1]． 
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図 3.2 手動式可変旋回羽根付スワーラ 
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3.3 逆火・吹き消え限界空気比測定 

3.3.1 実験方法 

 まず初めに，旋回流の旋回強さが火炎の動的挙動に与える影響を巨視的に明

らかにするため，手動式可変旋回羽根付燃焼器において旋回強さが異なる条件

での逆火限界空気比と吹き消え限界空気比の測定を行った．ここでは，空気流

量 airQ に関する条件として airQ = 50, 100 NL/min の 2種類を用意した．また，火

炎に供給する未燃予混合気の温度は逆火・吹き消え限界空気比に影響を与える

ため，燃焼器のガラス管出口付近の未燃予混合気温度が 20 ℃となるように，ヒ

ータを用いて空気を加熱した．逆火限界空気比および吹き消え限界空気比の測

定方法は 2.3節でも述べたように，空気流量を airQ = 50 または 100 NL/min に固

定して安定的に燃焼している状態から，燃料流量を変化させて逆火（吹き消え）

に至った時の空気比を逆火（吹き消え）限界空気比とした．ここでもこの計測

を各実験条件に対して 5 回行い，その平均をその実験条件における逆火（吹き

消え）限界空気比とした． 

 

3.3.2 逆火・吹き消え限界空気比 

 図 3.3は，空気流量 airQ = 50 と 100 NL/min 条件の下，旋回強さを変化させた

ときの逆火限界空気比と吹き消え限界空気比を示している． airQ = 50 NL/min 条

件での結果を赤色プロットで， airQ = 100 NL/min 条件での結果を青色プロット

で示している．また，中塗りプロットが逆火限界空気比，中空きプロットが吹

き消え限界空気比を表している．図の横軸に旋回強さを示すスワール数 S をと

り，縦軸には逆火（吹き消え）が生じたときの空気比をとった．そのため，逆

火（吹き消え）限界空気比の値が大きくなっている領域では逆火（吹き消え）

がより生じやすい（生じにくい）ため，逆火（吹き消え）限界に関する特性が

劣る（優れる）と言える．逆に，逆火（吹き消え）限界空気比の値が小さくな

っている領域では，逆火（吹き消え）が生じにくい（生じやすい）ため，逆火

（吹き消え）限界に関する特性が優れる（劣る）と言える．つまり，火炎は図

中の斜線部が示す逆火限界空気比と吹き消え限界空気比の間でのみ保炎が可能

であり，逆火限界空気比と吹き消え限界空気比の間が広いほど，火炎の安定領

域が広いことを表している．各プロットには標準偏差を表すエラーバも合わせ

て示す． 

図 3.3からは，旋回を強めると，逆火限界に関する特性は低下し逆火が起こり

やすくなる一方，吹き消え限界に関する特性は向上し吹き消えが起こりにくく

なっていることが分かる．しかし，旋回強さの変化に対して，逆火・吹き消え

限界空気比は単純な比例関係を示していないので，本章では，これ以降旋回強
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さが異なる場における，希薄予混合火炎の動的挙動を明らかにする． 

またこれ以降，流れ場と火炎挙動の相互関係を明らかにするため，本章におい

ても第 2 章で用いたオリーブオイルをトレーサ粒子とした時系列 PIV 計測を行

う．このオリーブオイルについては，メタンと同様に燃料の一部となるため，

オリーブオイルを添加した際には，火炎挙動に影響を与えることが考えられる．

そこで，実際の計測と添加する量を一致させた上でオリーブオイルを添加した

状態と添加しない状態において，逆火・吹き消え限界空気比の比較を行ったと

ころ，逆火・吹き消え限界空気比が，オリーブオイルを添加すると，最大 2 %上

昇することが明らかとなった．これより本研究では，オリーブオイルが火炎挙

動に与える影響は限定的であると考えた． 

 

3.4 旋回強さが異なる場での流速分布と火炎挙動の関係 

3.4.1 実験装置・方法 

 手動式可変旋回羽根付燃焼器に対して時系列 PIV 計測を適応した実験で用い

た実験装置を図 3.4に示す．燃焼器へ燃料とトレーサ粒子を含んだ空気を供給す

る流路系は前節の固定旋回羽根付燃焼器に適応した時系列 PIV 計測と同様の装

置を用いた．また，PIV 計測に用いる光源として使用したレーザも同様の波長

514.5 nmの連続発振 Ar+レーザ（Spectra Physics社製 Stabilite2017，定格出力 6W）

を用いた．前章の実験と異なる装置は，そのレーザビーム光源からレーザシー

トを作り出すために，シリンドリカルレンズを用いずコリメータを使用した点

である．コリメータには光ファイバが繋がっており，レーザビーム光源を光フ

 

図 3.3 旋回強さによる逆火・吹き消え限界空気比への影響 
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ァイバに入射させ，コリメータまで伝送し厚さ 1 mm のレーザシートを作成した．

また，ガラス管からの反射を防ぐため，測定したい範囲に対して斜め下方より

レーザシート光を照射した．一方，粒子画像を捉える高速度カメラ（Photoron

社製 FASTCAM SA-3 model 120K-M2 1024×1024 pixels）は前章と同様のものを用

いて，粒子からの散乱光強度が強い前方散乱光を利用するため，レーザシート

前面に配置した．本撮影における空間分解能は高速度カメラのピクセル間距離

に相当し約 0.16 mm であった．撮影速度については，検出可能最小速度が空気

流量 airQ から算出される平均流速 avev （本実験では最小流量を airQ = 50 NL/min

としたため avev = 0.3 m/s）の 1/10 であり，同じく平均流速にて動いたトレーサ

粒子が厚さ 1 mm のレーザシートを突き抜けるために必要な時間の 1/10 程度に

なる条件である 2000 frame/s とした． 

 

3.4.2 実験条件・計測範囲 

 まず，空気流量を airQ = 50 と 100 NL/min の 2 種類を用意し，それぞれの空気

流量の条件に対して旋回強さを 3 種類用意した．また，本実験では，空気流量

を一定に保ち，メタンを供給して火炎を保炎器上に保炎させた状態から，図 3.3

で示した各条件における逆火限界空気比の値までメタン流量を増加させ，火炎

がガラス管中を逆火する際，時系列 PIV 計測を行って，火炎周辺の流れ場と火

炎形状を同時に計測した．これまでの実験条件を表 3.1にまとめる．また，時系

列PIV計測を行う計測範囲については，図3.5中の斜線部分である．空気流量 airQ

= 50と 100 NL/minの両条件とも火炎先端付近における流れ場と火炎先端の動的

 

図 3.4 時系列 PIV 計測のための実験装置（手動式可変旋回羽根付燃焼器） 
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挙動に注目して計測を行うため，火炎先端が位置するガラス管出口付近の横 60 

mm×縦 100 mm を計測場所に選んだ．空気流量 airQ = 100 NL/min では airQ = 50 

NL/min より火炎先端が上流側に位置したため，空気流量 airQ = 100 NL/min の計

測範囲は airQ = 50 NL/min の計測範囲よりも 10 mm ほど上流側に位置する． 

 

表 3.1 実験条件 

空気流量 airQ  

[NL/min] 

羽根角度 α 

[degrees] 

スワール数 S 

[-] 

空気比 λ  

[-] 

50 

25.0 0.421 1.88 

30.0 0.522 1.92 

35.0 0.633 1.93 

100 

15.0 0.242 1.80 

20.0 0.329 1.95 

22.5 0.374 2.05 

 

      

図 3.5 時系列 PIV計測における計測範囲（手動式可変旋回羽根付燃焼器） 
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3.4.3 旋回強さが異なる場での流速分布 

 まず，空気流量を airQ = 50 NL/minに設定した上，旋回流の旋回強さを S = 0.421, 

0.522, 0. 633とした時，非燃焼場におけるガラス円筒管内の瞬時流れ場を時系列

に並べたものをそれぞれ図 3.6から図 3.8に示す．これらの図中の疑似カラーは，

未燃予混合気のガラス管軸方向に関する速度を表しており，上（下流）方向へ

の流れを正とし赤色で，下（上流）方向への流れを負とし青色で示している．

各図中の t は任意の時刻からの時間経過である．最も旋回強さが弱いスワール数

S = 0.421の条件では，図 3.6が示すように，円筒管の壁側は下流方向へ流れてい

る一方で，円筒管中心軸付近では速度の大きさが概ね 0 であることが分かる．

これは，旋回流の遠心力によって，その中心軸では負圧となり，再循環流れが

生成するためである．続いて，図 3.7が示すスワール数 S = 0.522 の条件では，

円筒管中心軸付近における速度が上流方向であることを示す領域が所々に存在

することが分かる．また，図 3.6において観察された中心軸に沿う速度の大きさ

が概ね 0である低速領域の円筒管半径方向幅と図 3.7で見られる中心軸に沿う逆

流領域も含めた低速領域の半径方向幅を比べると，旋回強さの増加に伴って広

がっていることが分かる．さらに，図 3.8 が示す旋回強さが強い S = 0.633 の条

件では S = 0.522 の時と比べて，上流へ逆流する速度の大きさに関して顕著な増

加は見られない．しかし，S = 0.633 の条件下における逆流領域も含めた低速領

域の半径方向幅は S = 0.522 の条件よりも広がっている．上記の旋回強さを変化

させた時の中心軸付近における，流速変化や逆流を含めた低速領域の円筒管半

径方向幅に関する特性を確認するため，スワール数 S = 0.421, 0.522, 0.633 の条件

の下，撮影開始時刻より 1 ms 間隔 750枚の瞬時の軸方向速度を時間平均化した

結果をそれぞれ図 3.9(a)～(c)に示す．さらに，この旋回強さの増加に伴う特性を

明確にするため，図 3.9(a)～(c)中の y一定の場所における速度分布を図 3.10に示

す．速度分布を取った場所については，次項にて述べる燃焼場における火炎先

端より 20 mm 上流側の地点とした．この図 3.10から，円筒管中心軸付近の軸方

向流速に関しては，S = 0.421で 0付近の低速になっており，S = 0.522, 0.633 で逆

流になっていることが分かる．また，逆流も含めた低速領域の半径方向の幅は

スワール数 S の増加と共に広がっている．よって，時間平均場からも旋回強さ

の増加に伴う特性が確認できたと言える．さらに，この軸方向速度の平均を求

めた際の RMS 値をスワール数 S = 0.421, 0.522, 0.633 の条件に対して，軸方向速

度の時間変動としてそれぞれ図 3.11(a)～(c)に示す．これらの図より，旋回強さ

が強くなるにつれて，RMS 値が大きくなっており，旋回強さが強い程，流れが

乱れていることが明らかとなった． 

次に，空気流量を airQ = 100 NL/min とした時の旋回強さ変化に対する軸方向

速度分布について述べる．図 3.12から 3.14は，空気流量 airQ = 100 NL/min 条件
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図 3.6 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（ airQ = 50 NL/min，S = 0.421） 



 

 
 

8
0
 

 

  
 

 

 

 
 

図 3.7 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（ airQ = 50 NL/min，S = 0.522） 
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図 3.8 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（ airQ = 50 NL/min，S = 0.633） 
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         (a) S = 0.421         (b) S = 0.522          (c) S = 0.633 

図 3.9 非燃焼場における平均軸方向速度の分布（ airQ = 50 NL/min） 

 

 
図 3.10 平均軸方向速度の比較（ airQ = 50 NL/min，非燃焼場） 

 

 
       (a) S = 0.421          (b) S = 0.522         (c) S = 0.633 

図 3.11 非燃焼場における軸方向速度の時間変動（ airQ = 50 NL/min） 
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下で，スワール数をそれぞれ S = 0.242, 0.329, 0.374 にした時の非燃焼場における

円筒管軸方向速度を表している．これらの図中が示す疑似カラーについては

airQ = 50 NL/min における計測結果と同じである．図 3.12が示す旋回強さが最も

弱い S = 0.242における流速分布では， airQ = 50 NL/min での結果では見られた円

筒管中心軸に沿った低速または逆流領域が見られない．これは，旋回強さが弱

いため十分な遠心力が働かず，円筒管中心軸に沿って負圧とならなかったこと

がその原因として考えられる．続いて，図 3.13 が示すように，S = 0.329 では円

筒管中心軸に沿って壁側よりも流速が遅い低速領域が，わずかに形成されてい

ることが分かる．さらに，旋回強さを強めた S = 0.374 条件下の流速分布を示す

図 3.14 からは，円筒管中心軸に沿って低速領域が明確に見られるようになり，

所々に上流へ逆流する箇所も存在している．空気流量 airQ = 100 NL/min 条件で

も，先程のスワール数 S = 0.242, 0.329, 0.374 に対して，撮影開始時刻より 1 ms

毎 750 枚の軸方向流速分布の瞬時場を時間平均した結果がそれぞれ図 3.15(a)～

(c)に対応している．そして，旋回強さが異なる条件間にて，流速分布の違いを

より明確にするため， airQ = 50 NL/min と同様に次項で述べる燃焼場における時

系列 PIV計測によって判明した火炎先端位置から 20 mm 上流側の地点における

速度分布を図 3.16 に示す．瞬時場の結果でも述べたように，旋回強さが最も弱

いスワール数 S = 0.242 のみ，円筒管半径方向の速度分布が平坦であり速度勾配

がほとんどない流れ場であることが分かる．一方，それより旋回強さを強めた

スワール数 S = 0.329 と 0.374では，円筒軸付近で低速となる速度分布が見られ

る．さらに，空気流量 airQ = 100 NL/min 条件でも，軸方向速度の平均を求めた

際の RMS 値を算出し，スワール数 S = 0.242, 0.329, 0.374 における結果を，それ

ぞれ軸方向速度の時間変動として，図 3.17(a)～(c)に示す．これらの図より，燃

焼器中心軸に沿って低速領域が形成され流れ場の特徴に類似点があった S = 

0.329 と 0.374 を比較すると，旋回強さの増加に伴って時間変動も大きくなって

いることが分かる．しかし，燃焼器中心軸に沿って低速領域が形成されず，燃

焼器の半径方向の速度分布が一様であった S = 0.242 の条件では，旋回強さがよ

り強い S = 0.329よりも時間変動が大きくなっていることが分かる．  
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図 3.12 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（ airQ = 100 NL/min，S = 0.242） 
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図 3.13 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（ airQ = 100 NL/min，S = 0.329） 
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図 3.14 非燃焼場における時系列 PIV計測結果（ airQ = 100 NL/min，S = 0.374） 
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(a) S = 0.242         (b) S = 0.329           (c) S = 0.374 

図 3.15非燃焼場における平均軸方向速度の分布（ airQ = 100 NL/min） 

 

 

図 3.16平均軸方向速度の比較（ airQ = 100 NL/min，非燃焼場） 

 

 
(a) S = 0.242         (b) S = 0.329         (c) S = 0.374 

図 3.17非燃焼場における軸方向速度の時間変動（ airQ = 100 NL/min） 
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3.4.4 旋回強さが異なる場での火炎挙動 

 ここでは，非燃焼場と同様の実験条件において着火させ燃焼場において時系

列 PIV計測を行った結果について述べる．初めに，空気流量 airQ = 50 NL/min に

おいて旋回強さを示すスワール数を S = 0.421, 0.522, 0.633 に設定した時の時系

列 PIV計測の結果をそれぞれ図 3.18から 3.20に示す．図中の赤と青色の疑似カ

ラーについては非燃焼場の結果と同様に未燃予混合気の軸方向流速を示してい

るが，それに加えて，火炎が存在する部分を黒色領域で表している．旋回強さ

が最も弱い S = 0.421 においても，非燃焼時にはほとんど見られなかった逆流領

域が存在することが分かる．そのため，旋回強さが異なるスワール数 S = 0.421, 

0.522, 0.633 の 3つの条件においては，軸方向流速の分布は類似しており，火炎

は円筒管中心軸に沿ってできた低速または逆流領域中に存在し細長い形状とな

っている．続いて，空気流量を airQ = 100 NL/min の状態にして，スワール数を S 

= 0.242, 0.329, 0.374 に条件を変え，燃焼場で時系列 PIV計測を行った結果を順番

に図 3.21から 3.23 に示す．旋回強さが最も弱い S = 0.242では，非燃焼場におけ

る結果と同様に，円筒管中心軸に低速領域は見られない．また，低速領域が存

在しないことによって火炎が安定せず， airQ = 50 NL/min や airQ = 100 NL/min の

スワール数 S = 0.329 や 0.374に比べて，火炎面が非常に複雑になっていること

が分かる． 
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図 3.18 燃焼場における時系列 PIV計測結果（ airQ = 50 NL/min，S = 0.421） 
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図 3.19 燃焼場における時系列 PIV計測結果（ airQ = 50 NL/min，S = 0.522） 
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図 3.20 燃焼場における時系列 PIV計測結果（ airQ = 50 NL/min，S = 0.633） 
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図 3.21 燃焼場における時系列 PIV計測結果（ airQ = 100 NL/min，S = 0.242） 
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図 3.22 燃焼場における時系列 PIV計測結果（ airQ = 100 NL/min，S = 0.329） 
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図 3.23 燃焼場における時系列 PIV計測結果（ airQ = 100 NL/min，S = 0.374） 
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3.4.5 軸方向速度分布と火炎挙動の関係 

前項 3.4.4では，空気比を逆火限界空気に設定しても火炎が一気に上流側へと

逆火するのではなく，上下に振動しながら最終的に逆火に至ることが分かった．

そこで，火炎が逆火する時と後退する時では，火炎先端に形成される未燃予混

合気がどのような流速分布を持ち，その分布が火炎挙動に及ぼす影響について

明らかにする．また，前項で示したように，旋回強さによって管内に形成され

る流速分布は異なる．そこで，旋回強さの違いによって流れ場が大きく異なる

以下の 2条件すなわち①高旋回場条件： airQ = 50 NL/min かつ S = 0.633 と②低旋

回場条件： airQ = 100 NL/min かつ S = 0.242 に対して，火炎が上流側へ逆火する

時と下流側へ後退する時の火炎先端の動的挙動と火炎先端周辺の未燃予混合気

の流速分布の関係について考察する．そこで，高旋回場条件と低旋回場条件に

ついて，火炎が上流側へ伝わる逆火時と下流側へ戻る後退時に焦点を当て，時

間間隔 3 ms 毎の詳細な時系列データを図 3.24 と 3.25に示す．図 3.24 は高旋回

場条件の結果を，図 3.25 は低旋回場条件における結果を示している．図 3.24に

おける逆火時では，火炎先端より上流側に存在していた逆流領域が火炎先端に

達した t = 618 ms 以降，火炎先端が尖り始め上流へ徐々に移動していく様子が捉

えられている．一方，後退時では下流への流れが火炎先端に近づいていく様子

が捉えられており，t = 486 ms以降では火炎先端が下流側へ後退していく．また，

下流への流れと火炎が衝突した箇所では火炎面の下に凸の形状がへこみ，直線

的になっている様子が分かる．次に，円筒管中心軸に沿った低速領域がほとん

ど見られなかった低旋回場条件についても考察を行う．図 3.25 の逆火時では，

火炎先端付近にのみ低速領域が形成され，高旋回場条件とは異なり，ガラス管

中心軸に沿って安定的に存在せず，それぞれの瞬時場で円筒管軸に対して傾斜

していることが分かる．火炎は，その低速領域へと進展しようとするため，火

炎が半径方向へ左右に蛇行しながら上流へと逆火していく．それに対して，下

流側へと後退していく様子を捉えた図では，t = 639 ms において，下流へ流れる

未燃予混合気が火炎先端に衝突し，それ以降火炎先端の曲率が小さくなり火炎

が下流側へ戻されていく様子が分かる． 

ここで，火炎先端を下流側へと後退させる要因となった未燃予混合気の下流

方向への流れが生成された原因について考察する．前章では，“紐状予熱帯”が

媒体となって，火炎先端よりも上流側に熱が供給され，浮力の影響によって下

流方向への流れが生成したと推測した．しかし，図 3.24で示した airQ = 50 NL/min

かつ S = 0.633の条件では，“紐状予熱帯”は確認できず，浮力によって下流への

流れが生じたことは考えにくい．図 3.26は，スワール数 S = 0.533における瞬時

の速度場において，2次元速度ベクトルを繋げて黒線で表している．この図から

分かるように，円筒管軸付近における上流方向流れ（逆流）と円筒管壁側にお

ける下流方向流れの境界線上に渦が発生していることが分かる．これは，両者

の境で起こるせん断流れによって生じた渦と考えられる．この渦によって，比

較的旋回強さが強い条件においても，中心軸付近において下流方向への流れが

生成されたと推測できる． 
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(a) 逆火時 

 

 
(b) 後退時 

図 3.24 逆火（後退）時における軸方向速度分布と火炎挙動の時系列変化 

（高旋回場条件） 
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(a) 逆火時 

 

 
(b) 後退時 

図 3.25 逆火（後退）時における軸方向速度分布と火炎挙動の時系列変化 

（低旋回場条件） 
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3.5 局所旋回強さによる火炎挙動への影響 
 前節では，スワーラ形状から算出したスワール数を，流れにおける旋回強さ

の指標とし，旋回強さが異なる場における流れ場と火炎の動的挙動の相互関係

を明らかにした．しかし，旋回強さは燃焼器内において局所的に変化している

と考えられる．また，旋回流を伴う流れ場における火炎伝播速度には，旋回流

の周方向流速が密接に関連しているとされている[2-4]．そこで，本節では火炎周

辺に存在する未燃予混合気の周方向流速分布を明らかにし，局所的な旋回強さ

が，火炎の動的挙動に与える影響について明らかにする．そこで，旋回流の周

方向流速を明らかにするため，これまでの時系列 PIV 計測に替えて時系列ステ

レオ PIV計測[5-12]を実験した． 
 

3.5.1 実験装置・方法 

 図 3.27 に，本節で行った時系列ステレオ PIV 計測に用いた実験装置を示す．

図 3.4で示した時系列 PIV計測の装置に，もう 1台の高速度カメラを加えたもの

である．つまり，燃料や酸化剤である空気を導く流路系やトレーサ粒子を照射

させるレーザシートを作成するための装置は，3.4節で行った実験装置と同じで

あり，また用いる燃焼器も 3.4 節と同様の手動式可変旋回羽根付燃焼器である．

本実験では，相対的にガラス管表面における反射の影響を低減するため，トレ

ーサ粒子からの散乱光強度が強い前方散乱光を利用する．そのため，レーザシ

ートを両側から挟み込むように 2 台の高速度カメラを配置した．その時のレー

ザシートとカメラの位置を表した概念図を図 3.28に示す．この図が示すように，

カメラレンズの主軸とレーザシートのなす角度が 60°になるように挟み込み配

置をした．さらに，左右斜め方向から撮影する画像のピントを各カメラが撮影

している領域全体にわたって合わせるため，カメラの撮像面とレンズ主平面，

そしてレーザシートの延長線が一点に交わるようにカメラとレンズを配置する

シャインフラグ配置を採用し，レンズに対してカメラを傾けた． 

 
図 3.26 せん断流による渦 
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また，左右斜め方向に配置したカメラで撮影を行うため，撮影した画像には歪

みが生じる．そのため，歪みが生じている画像座標(x,y)を実際の燃焼器上の物理

座標(X,Y)へ変換する必要がある．そこで，その変換のため，以下の写像関数を

用いた． 
 

xyayaxaayaxa

xyayaxaayaxa
X

36
2

35
2

34333231

16
2

15
2

14131211




        (3.2) 

 
図 3.27 時系列ステレオ PIV計測のための実験装置 

 

 

 
図 3.28 時系列ステレオ PIV計測におけるカメラとレンズ配置図 
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xyayaxaayaxa

xyayaxaayaxa
Y

36
2

35
2

34333231

26
2

25
2

24232221




        (3.3) 

 

この式(3.2)と(3.3)における未知数を求めるために，本研究では，マイクロソフト

社の表計算ソフト，Excel にあるソルバーと呼ばれる機能を使用して，写像関数

の係数を決定する．ソルバーとは，最適化分析 (最適化分析：セルの値を変更し，

その変更が数式の計算結果に与える影響を調べる) と呼ばれることもあるコマ

ンドセットの要素の 1 つである．ソルバーを使えば，ワークシートの目的セル

と呼ばれるセルに入力されている数式の最適値を求めることができる．ソルバ

ーは，目的セルの数式に直接または間接的に関係する複数のセルを使って実行

される．ソルバーでは，変化させるセルの値を変化させつつ，目的セルの数式

の計算を行い，最適の解を見つけ出す．また，制約条件を指定して，問題モデ

ルで使用する値に制限をつけることも可能である． 

 写像関数の算出には図 3.29に示す校正板を用いる．この校正板には 2.5 mm ピ

ッチで直径 0.5 mm のドットが描かれている．この校正板を計測領域に設置し，

左右に固定したカメラによって撮影する．また，カメラを正面にして歪みのな

い画像を撮影する．この画像を図 3.30 に示す．これらの画像からドット点を検

定点として求め，正面から得た画像と，左右から得た画像の検定点の関係から

写像関数を決定する．検定点の検出には，相互相関を用いる．画像上のドット

 
図 3.29 校正板 

 

 
     CCD(L)             CCD(Center)              CCD(R) 

図 3.30 左右/中央のカメラから撮影した校正板 
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の 1 つを基準点に指定し，基準点を中心とした領域を基準領域とする．この基

準領域と，画像上全体での相関係数を求め，相関係数がピークを指す点を検定

点とする．これにより得られた各画像の検定点の座標から，前述のソルバーを

用いて写像関数を算出する． ここでは，式(3.2)と(3.3)に左右のカメラによって

得られた検査点の x座標，y座標を代入し，これにより得られた解と，実際の検

査点の x, y座標との差の 2乗をすべての点において足し合わせ，この和が最小に

なるように各係数を求めた．その結果を図 3.31 に示す．この図では，実際の検

定点の座標と，左右のカメラによって得られた検定点を，前述の方法で求めた

写像関数によって校正した座標を示している．この結果から，前述の方法を使

用することで，写像関数による誤差を 1％以下にして校正を行うことが可能であ

ることがわかった． 

 また，この校正板の位置とレーザシート面が一致していないことが原因で，

左右から撮影した画像の歪みを補正しても同一粒子の位置にズレが生じること

がある．そこで，このズレを補正する方法として，左右のカメラで同一時刻に

撮影した粒子画像を PIV 解析に用いた相互相関解析を行い，視差ベクトルを算

出することで，左右の粒子位置のズレを補正するという方法が一般的である[6,13]．

本実験では，同時刻に撮影した 30組粒子画像から得られた視差ベクトルを平均

化し，これを基に，視差ベクトルの x 方向，y 方向成分を算出する．このとき，

前述の Excel にあるソルバーを利用し，各点において，求められた視差ベクトル

と補正時に移動させる移動量との差をとり，その 2 乗和が最小になるように，

移動量を決定する． 

 

3.5.2 実験条件・計測範囲 

 局所的な旋回強さと火炎挙動の相互関係を明らかにする実験条件については，

3.4.4 項の旋回強さが異なる場における流れ場と火炎挙動の相互関係を明らかに

した実験条件のうち，その流れ場が最も特徴的である 2つの条件とした（表 3.2）．

 
図 3.31 歪みの補正結果 
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また，この 2 条件は，3.4.4 項の実験条件で，旋回強さを示すスワール数が最大

と最小の条件に対応する．また，空気比に関する条件は，各条件において逆火

に至る限界値である逆火限界空気比とした． 

 

表 3.2 時系列ステレオ PIV 計測を行う実験条件 

条件 
空気流量 airQ  

[NL/min] 

羽根角度 α 

[degree] 

スワール数 S 

[-] 

空気比 λ [-] 

高旋回場 50 35.0 0.633 1.93 

低旋回場 100 15.0 0.242 1.80 

 

 なお，この撮影における空間分解能は高速度カメラのピクセル間距離である

0.10 mm となった．撮影速度については，検出可能最小速度が空気流量 airQ から

算出される平均流速 avev （本実験では最小流量を airQ = 50 NL/min としたため、

avev = 0.3 m/s）の 1/10 以下であり，同じく平均流速で動いたトレーサ粒子がレー

ザシートを突き抜けるために必要な時間の 1/10以下になる 2000 frame/sとした． 

また，時系列ステレオ PIV 計測を行う計測範囲は図 3.32 に示す通りである．

高旋回場条件では x方向 60 mm×y方向 70 mm である．一方，低旋回場条件で

は，x方向 60 mm×y方向 60 mm である．実験条件によって y方向の計測範囲が

異なっているのは，火炎の存在する位置が異なっており，測定領域をそれぞれ

の火炎の存在する位置に対応させたためである． 

 
 

図 3.32 時系列ステレオ PIV 計測における計測範囲 
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3.5.3 局所旋回強さと火炎挙動の関係 

 本実験では，空気比を逆火限界空気比に設定したため，火炎は上下へ振動し

ながら上流へ逆火していく．そこで，火炎が上流側へ逆火していく時間帯と下

流側へ後退する時間帯に着目して，時系列ステレオ PIV 計測の結果を示すこと

にする．図 3.33(a)と(b)は高旋回場条件において，図 3.34(a)と(b) は低旋回場条

件において，逆火した時間帯と後退した時間帯における結果を時系列に沿って

並べている．これらの図では，旋回流の軸方向流速 vと周方向流速 w について 6 

ms 毎の瞬時場 2 枚を上下 1 組にして 9 組示した．各図における t は任意の時刻

からの時間経過である．各組上側の旋回流軸方向流速 v は，上（下流）方向を

正として赤色で，下（上流）方向を負とし青色で表している．一方，各組下側

の旋回流周方向流速 w は，紙面手前方向を正として赤色で，紙面奥方向を負と

して青色で示している．さらに，本実験で適応した計測方法では，燃焼場にお

いて火炎も捉えることができるため，火炎は図中の黒色領域にて表す． 

 まず初めに，図 3.33 と 3.34 で旋回流周方向流速 w の全体的な比較によって，

高旋回場条件と低旋回場条件における相違点を述べる．図 3.33 では全体を通し

て，旋回流の渦心（旋回流周方向流速 w がほぼ 0 の部分）がガラス管中心軸に

沿って安定的に形成されていることが分かる．一方，図 3.34 では渦心が湾曲し

ている瞬時場が多く見られる．つまり，高旋回場条件では渦心の歳差運動が顕

著ではない一方，低旋回場条件では歳差運動が激しくその半径が大きいと言え

る．これは，高旋回場条件では旋回強さが強いため旋回流の渦構造が安定的で

あり，低旋回場条件では旋回強さが弱いため渦構造が不安定であることが原因

として考えられる． 

次に，各条件において逆火時と後退時それぞれに着目して考察する．まず，

高旋回場条件において逆火する際の火炎の動的挙動と旋回流軸方向流速 v また

は旋回流周方向流速 w の相互関係について，図 3.33(a)を用いて述べる．軸方向

流速 vに注目すると，t = 288から 294 ms にかけて逆流を示す青色領域が徐々に

火炎に近づいている様子が分かる．そして，t = 300 ms 以降，逆流領域と火炎が

衝突すると，火炎先端が尖り，火炎は上流側へと移動して行くことが分かる．

その間の旋回流周方向流速 w の分布については，上述した渦心のガラス管半径

方向の幅は，火炎幅に比べて十分細く，火炎先端から上流側まで一様である．

このことは，火炎先端上流側で，旋回流が安定的に形成され，旋回流の強さも

他の時間帯に比べて，比較的強かったことを意味している．つまり，一時的に

旋回流の強さが強まった結果，旋回流の中心は負圧となり，上流への流れが加

速され，その結果火炎が上流側へと移動したということが言える．また，図

3.33(b)が示す後退時においては，火炎の動的挙動と旋回流軸方向流速 vまたは旋

回流周方向流速 w の相互関係に関して，以下のことが言える．この高旋回場条

件では，旋回流による再循環流れによってガラス管中心軸付近においては，主

に上流への逆流状態となっている．しかし，t = 237 ms における軸方向流速 vの

瞬時場において，y = -80 mm 付近でガラス管中心軸でも，下流への流れが分布し

ていることが分かる．この下流方向への流れをもつ流体塊はその後，火炎先端

に近づき，t = 255 ms では両者が衝突している．この瞬間，火炎先端の形状は下

に凸から平坦に変わり，その後火炎が下流側へと押し戻されている様子が分か
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る．この火炎が後退していく間の旋回流周方向流速wとの相互関係については，

以下のことが明らかとなった．特に，火炎が後退する初期の時間帯である t = 255 

ms から 267 ms においては，火炎先端付近で旋回流の渦心が，ガラス管半径方向

に広がっている．また，この渦心が広がった領域は，軸方向流速 v の分布にお

いて，下流への流れとなっている箇所と一致する．このことから，火炎先端に

おいて局所的に旋回流の旋回強さが弱まり，旋回流の中心でも下流への流れが

発生し，その流れに乗って火炎は下流側へと後退したと言える． 

それでは，低旋回場条件においても，逆火時と後退時における火炎の動的挙動

 
(a) 逆火時           (b) 後退時 

図 3.33 旋回流の軸/周方向流速と火炎挙動の時系列変化 

（高旋回場条件： airQ = 50 NL/min かつ S = 0.633） 
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と旋回流軸方向流速 v または旋回流周方向流速 w の相互関係について示す．逆

火時における軸方向流速と火炎挙動の関係は，図 3.34(a)が示すように，火炎先

端周りだけ極局所的に低速流れが存在していることが分かる．この時の周方向

流速の分布を見ると，湾曲している旋回流の渦心に関して，その曲率が後述す

る後退時と比べて小さいことが分かる． 

 一方，図 3.34(b)が示す後退時に関しては，特に後退が顕著であった t = 216か

ら 228 ms では，それ以前には存在していた火炎先端付近における流速 0付近の

低速領域がほぼなくなっていることが分かる．また，旋回流周方向流速につい

ては，t = 216 ms 以降，旋回流の渦心が大きく湾曲しており，その曲率は大きく

なっていることが分かる．つまり，本条件のような旋回強さが弱い流れ場では，

動きの大きい歳差運動によって，火炎先端付近の渦構造が変化し，軸方向流速

 
(a) 逆火時           (b) 後退時 

図 3.34 旋回流の軸/周方向流速と火炎挙動の時系列変化 

（低旋回場条件： airQ = 100 NL/min かつ S = 0.242） 
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が影響されることによって，火炎の動的挙動も決定されることが分かった． 

 ここで，火炎の動的挙動と流れ場の相互関係を定量的に示すため，火炎伝播

速度と旋回流軸方向速度 v または旋回流周方向速度 w の関係を明らかにする．

図 3.33と 3.34で示した 6 ms 毎の瞬時場のうち任意の一枚において（t = t0とす

る）火炎先端位置を求め，これと次の 6 ms 後（t = t0 + 6）の火炎先端位置との

移動距離から求めたものを t = t0における火炎伝播速度 vflameと定義し，下流方向

へ後退する速度を正，上流方向へ逆火する速度を負とした．また，火炎先端付

近における旋回流軸方向速度 v と旋回流周方向速度 w の算出方法について述べ

る．両者共に火炎先端付近を火炎先端よりも 2 mm 上流として，軸方向速度 vに

関しては火炎先端を中心に幅 3 mm，周方向速度 w に関しては火炎先端を中心に

幅 10 mm の線上と定義し，軸方向速度 vはその線上における平均速度，周方向

速度 w はその線上における最大速度と最小速度の差を 1/2 倍にしたものとした．

そして，t = t0における火炎先端付近での未燃予混合気に関する旋回流軸方向速

度 vと旋回流周方向速度 w を横軸に，火炎伝播速度 vflameを縦軸に取り，両者の

相互関係を考察する．図 3.35と 3.36は，それぞれ高旋回場条件（ airQ = 50 NL/min

かつ S = 0.633）と低旋回場条件（ airQ  = 100 NL/min かつ S = 0.242）において示

したものである． 

 まず，高旋回場条件の結果を表した図 3.35 では，軸方向速度と火炎伝播速度

には比例関係が見られ，値の正負が一致しており値自体も近いことが分かる．

つまり，旋回流の強い条件では，火炎先端付近における未燃予混合気の軸方向

への速度が，火炎先端の伝播速度に影響を与え，両者は近い値を示すと言える．

次に，火炎先端付近における未燃予混合気の周方向速度の影響について以下に

述べる．図 3.35 が示すように，周方向速度が大きくなるにしたがって，火炎伝

播速度は負の値となっていくことが分かる．つまり，局所的な旋回強さが強く

なると，火炎は逆火することを示している．よって，火炎先端付近に存在する

未燃予混合気の軸方向速度と周方向速度は共に，火炎伝播速度に影響を与える

ことが明らかとなった．これは，火炎先端付近において，旋回流の一時的な旋

回強さの強弱に伴って，旋回流の中心軸上では，旋回流による負圧の大きさが

変化し，軸方向流速が影響を受け，それに伴って火炎伝播速度が変化したため

と言える． 

一方，低旋回場条件の結果を示した図 3.36 について述べる．この条件におい

ても高旋回場条件と同様に，火炎伝播速度と火炎先端付近における未燃予混合

気の軸方向速度は比例関係にあることが分かる．つまり，旋回流の弱い条件で

も火炎先端付近に存在する未燃予混合気の軸方向速度が，火炎伝播速度に影響

を与えていると言える．では，この条件における火炎先端に存在する未燃予混

合気に関して，その周方向速度による影響の有無について述べる．図 3.36 が示

すように，周方向速度がほぼ 0.1 m/s で一定であるにも関わらず，火炎伝播速度

は不規則な値を取っており，周方向速度と火炎伝播速度には関係性がないこと

が分かる．よって，旋回流の旋回強さが弱い場合は，軸方向速度と火炎伝播速

度には比例関係があるものの，旋回強さが強い場合とは異なって，周方向速度

と火炎伝播速度に顕著な関係性はないことが明らかとなった．これは，旋回強

さが弱い条件では，渦心の歳差運動によって火炎先端付近の渦構造が絶えず変
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化しているため，周方向速度よりも渦構造の変化が火炎挙動に影響を与えてい

るためと考えられる．  

 

3.6 旋回強さによる紐状予熱帯への影響 
 この節では，第 2章における中心閉鎖型燃焼器で明らかとなった“紐状予熱帯”

について，同様の中心閉鎖型において旋回強さが異なる場合，“紐状予熱帯”は

存在するか否か，そして“紐状予熱帯”の存在の有無と流れ場の相互関係を明

 
図 3.35 旋回流軸/周方向速度と火炎伝播速度の関係 

（高旋回場条件： airQ = 50 NL/min かつ S = 0.633） 

 

 
図 3.36旋回流軸/周方向速度と火炎伝播速度の関係 

（低旋回場条件： airQ = 100 NL/min かつ S = 0.242） 



 

108 
 

らかにすることを目的として，以下の実験を行った． 
 

3.6.1 実験装置・方法 

 旋回強さに関する条件を変えた時の“紐状予熱帯”の有無を確認するため，

火炎の自発光画像とオリーブオイル粒子画像を比較する．まず，オリーブオイ

ル粒子を流さない状態にて，火炎の自発光画像を高速度カメラで撮影を行った．

次に，火炎先端よりも上流側でオリーブオイル粒子が焼損しているかどうかを

確認するため，図 3.4に示す前項で用いた時系列 PIV計測の実験装置を用いて粒

子画像を撮影した． 

 

3.6.2 実験条件・計測範囲 

この実験では，空気流量を airQ = 50 NL/min として，旋回強さを変化させた．

手動式可変旋回羽根付燃焼器では，空気比を逆火限界空気比付近に設定すると，

旋回強さをいずれにしても“紐状予熱帯”の存在が確認できなかったため，燃

料流量を減らし，吹き消え限界付近に空気比を設定して実験を行った．詳細な

実験条件は表 3.3 の通りである． 

 

表 3.3 実験条件 

空気流量 airQ  

[NL/min] 

羽根角度 α 

[degrees] 

スワール数 S  

[-] 

空気比 λ 

 [-] 

50 

25 0.421 1.90 

35 0.633 2.05 

45 0.904 2.06 

 

3.6.3 流速分布と紐状予熱帯の有無 

まず，“紐状予熱帯”の有無を確認するため，火炎の化学発光画像と PIV計測

に用いるトレーサ粒子として用いるオリーブオイル粒子を撮影した粒子画像を

比較する．図 3.37(a)～(c)は，それぞれスワール数を(a)S = 0.421, (b)S = 0.633, (c)S 

= 0.904とした条件の下，左側に火炎の化学自発光画像を，右側に PIV計測に用

いるトレーサ粒子を捉えた粒子画像を時系列に示したものである．化学発光画

像では白色領域が火炎形状を示しており，粒子画像では黒色領域が高温のため

トレーサ粒子が欠損している箇所を示している．ただし，化学自発光画像と粒

子画像は同時刻に撮影したものではない．しかし，この図 3.37 で示した火炎の

自発光画像における火炎形状と粒子画像における粒子欠損部分に関して，特異

な形状を示したものではなく，ほぼ常に確認できた形状を示している．本来，

化学自発光画像における火炎形状とトレーサ粒子欠損部は一致していると考え

られ，実際に，(a)S = 0.421 では両領域の形状が似ていることが分かる．ところ

が，(b)S = 0.633 と(c)S = 0.904 の条件では火炎先端よりも上流側において，化学

発光による光強度が観測されないにもかかわらず，粒子画像では粒子欠損部が

存在するため，この 2 つの条件では“紐状予熱帯”が発生していると言える．

2.5.4 項では“紐状予熱帯“生成のメカニズムについて考察を行った結果，円筒

管半径方向への軸方向流速の速度勾配が大きいことによって，火炎先端におい
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て火炎伸張が原因である消炎が起き，その上，火炎が発する熱が火炎先端の上

流部分に運ばれ，その熱によってトレーサ粒子が欠損したことによるものと考

えた．それでは，“紐状予熱帯”が(a)S = 0.421 では確認できず，(b)S = 0.633 と(c)S 

= 0.904では存在した原因について考察する．図 3.38(a)～(c)は，各スワール数の

条件に対して，時系列 PIV 計測を行った結果を時系列に示しており，図中の疑

似カラーは軸方向速度を，黒色部分はトレーサ粒子の欠損部分を示している．

流れ場に関して“紐状予熱帯”が確認できた図 3.38(b)と(c)では，(a)と比べて中

心軸上に上流方向への逆流が比較的頻繁に見られ，半径方向の速度勾配（本研

究では円筒管の半径方向 1 次元速度勾配を指す）が急となっていると考えられ

るため，“紐状予熱帯”の正体として，急峻な速度勾配が誘引する火炎伸張によ

る消炎という考察は妥当であることが言える． 

さらに，この考えを定量的に示すため，化学反応に関連する時間スケールと

乱流の時間スケールの比を表すカルロビッツ数 Ka について検討する．流速 U，

速度勾配 ug をもつ流れの中に，予熱帯厚みが δ の火炎が存在する時，カルロビ

ッツ数 Kaは，式(3.4)のように求めることができる[14]． 
 

U

g
Ka u                                (3.4) 

 

図 3.38 に示した各スワール数に対して，カルロビッツ数を算出するにあたり，

図 3.39に示すように，各条件における火炎先端より概ね 20 mm 上流側における

軸方向速度の平均分布を算出した（スワール数条件によって火炎先端位置が異

なるため，平均化した場所が異なる）．この図における 5 ≤ x ≤ 10にある各点お

 
図 3.37 火炎自発光画像と粒子画像 
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いて，平均流速の速度勾配を算出し速度勾配 ug ，平均流速を流速 U とした．予

熱帯厚み δに関しては，CHEMKIN 中の PREMIX 条件下において，空気比を実

験と一致させた上で求めた．5 ≤ x ≤ 10 に存在する各点において，このようにし

て得られた値を式(3.4)に代入し平均をとった結果，スワール数 S = 0.421, 0.633, 

0.904において，カルロビッツ数はそれぞれ Ka = 0.42, 1.05, 1.19となった．消炎

の可能性が考えられる(b)S = 0.633, (c)S = 0.904 の条件では，S = 0.421 と比べて倍

以上となり，“紐状予熱帯”が生成されている時の火炎先端部分では消炎が起こ

 
 

図 3.38 各旋回強さにおける流速分布と粒子焼損部分 

 

 
図 3.39 平均軸方向速度の比較（ airQ = 50 NL/min，燃焼場） 
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っている可能性があるという考察は妥当であると考える． 

  

3.7 第 3章のまとめ 
本章では，希薄予混合火炎の非定常挙動に与える旋回強さの影響を明らかに

することを目的とし，手動式可変旋回羽根付燃焼器を用いて旋回強さの異なる

流れ場を再現し，高速度カメラを用いた時系列 PIV 計測並びに時系列ステレオ

PIV計測を行った．以下に，旋回強さが異なる場における火炎の非定常挙動と流

れ場の相互関係について得た知見を示す． 

 

・旋回強さが強い条件では，逆火する際の火炎挙動について，ガラス管中心軸

に沿って低速領域が形成され，火炎が低速領域に沿って移動する．その際，火

炎先端付近に存在する未燃予混合気の燃焼器中心軸方向の速度は，火炎伝播速

度に影響を与え両者は近い値となる．また，火炎先端付近の予混合気の周方向

速度が速くなると，軸方向速度に関して上流方向への流れが強くなり逆火に繋

がる．つまり，周方向速度も火炎伝播速度に影響を与える． 

 

・旋回強さが弱い条件では，逆火する際の火炎挙動について，火炎先端にのみ

中心軸に沿わない低速領域が形成され，半径方向へ左右に蛇行しながら上流へ

移動していく．その際，旋回強さが強い場合と同様に，燃焼器中心軸方向の速

度は火炎伝播速度に影響を与える．しかし，火炎伝播速度は予混合気の周方向

速度には影響を受けず，火炎先端付近の渦構造の変化に影響を受ける． 

 

・旋回強さが“紐状予熱帯”の有無に与える影響について，中心閉鎖型燃焼器

を使用した場合でも，旋回強さが強い条件（S = 0.633, 0.904）では，“紐状予熱

帯”の存在が確認されたが，旋回強さが弱い条件（S = 0.421）では，“紐状予熱

帯”の存在は確認できなかった．旋回強さが強い条件では，燃焼器中心軸に沿

って，比較的頻繁に上流へ向かう逆流が発生する．それによって，火炎先端よ

り上流側部分においては，半径方向への軸方向速度の勾配が急となり，火炎伸

張による消炎が起こったためと考えられる．  
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第 4 章 乱流予混合火炎の火炎帯厚さ 

 

4.1 はじめに 

 第 2 章において明らかとなった“紐状予熱帯”について，火炎先端の上流側

に存在する急峻な速度勾配によって，火炎先端では火炎伸張による消炎が発生

し，その上，熱のみが上流側へ伝わったことによって生成されたと推測した．

そこで本章では，その裏付けとして，火炎伸張による消炎の有無を表す指標と

なるカルロビッツ数の値を算出した．具体的には，乱流予混合火炎の温度分布

から予熱帯厚さを算出し，第 2 章の時系列 PIV 計測で行った流れ場に関するデ

ータも参照して，カルロビッツ数を明らかにすることを目的とした．そのため，

本章では，レーザ応用画像計測の一つであるレイリー散乱法を適応し，乱流予

混合火炎の 2次元平面内における火炎温度分布の計測を行った． 

 

4.2 レイリー散乱法を用いた火炎温度分布計測 

4.2.1 レイリー散乱法の原理[1-2] 

レイリー散乱とは，光と気体分子との弾性的散乱によるものであり，散乱光

の周波数と入射光の周波数は一致し，また，分子の種類によって散乱光の周波

数は変化しないが，以下で示すようにその散乱光強度は有効散乱断面積と分子

数密度の積に比例する． 

入射光の偏光面が縦（S 偏光）であり，偏光面に対して直角方向において観測

する場合，レイリー散乱光強度 Iは，式(4.1)のように表される． 

 

ceffRs LNII 0                              (4.1) 

 

 I0 : 入射光(レーザ)強度 

 Ns : 散乱分子の数密度 

 σReff : 有効レイリー散乱断面積 

                       Lc
  ：光軸上に沿った測定長さ                       

 

この式より，散乱光強度が有効散乱断面積と分子数密度の積に比例することが

分かる．このため，多成分系での濃度は測定できないが，散乱断面積が分子の

種類によって異なるので，2成分系での濃度や分子数密度の検出に基づく気体温
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度の測定が可能である． 

また，レイリー散乱を起こす気体が理想気体であると仮定すると，状態方程

式から散乱分子の数密度 Nsが求められ，レイリー散乱光強度は， 

 

 ceffR L
RT

PA
II 0
0  (4.2) 

 

となり温度に反比例する． 

 ここで，入射光強度 I0および圧力 P が測定対象と共通であり，有効レイリー

散乱断面積 σR1 および温度 T1 が既知である条件において，気体のレイリー散乱

光強度 I1がわかっているならば，式(4.2)を正規化して， 

 

 

1

1

1

T

TI

I R

effR





  (4.3) 

 

となる． 

 以上より，未知の気体温度 T は， 

 

 
I

I
TT

R

effR 1

1
1 )(




  (4.4) 

 

と表されるため，被測定気体の有効レイリー散乱断面積 σReff がわかっているな

らば，レイリー散乱光強度 Iを測定することによって温度 T を決定できる． 

一般に，燃焼場においては化学反応の影響により気体の組成が変化するため

に，有効レイリー散乱断面積が燃焼の前後において変化する．よって，本節に

示したレイリー散乱法を用いて燃焼場の気体温度測定を行う場合，火炎の燃焼

過程において，有効レイリー散乱断面積の変化ができるだけ小さくなるような

燃料を用いた燃焼場に制限される． 

 この条件を満足する燃焼場として，水素 62.2%＋メタン 37.8%の混合気を燃料

とする拡散火炎[1,3,4]，水素 30%＋窒素 70%の混合気を燃料とする拡散火炎[2,5,6]，

天然ガス-空気予混合火炎[7]などが報告されている． 

 本研究で行うメタン－空気予混合火炎は，その燃焼ガスの有効レイリー散乱

断面積が空気と大きく変わらないことが知られている[8]．この燃料を用いた燃焼
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場における，10の主要化学種（CO, CO2, O2, H2, H2O, HO2, OH, O, H, N2）を考慮

し，断熱を仮定した場合の化学平衡計算による空気比 λと空気の散乱断面積 σRair

に対する有効レイリー散乱断面積比 σReff /σRairの関係を図 4.1に示す．  

 

4.2.2 実験装置・方法 

 図 4.2にレイリー散乱法で使用した実験装置の概略図を示す．酸化剤として供

給される空気はコンプレッサで圧縮された後，フィルタにて水蒸気と塵を取り

除きレギュレータで一定の圧力に調整され燃焼器へと供給される．燃料はメタ

ンを使用し，マスフローコントローラにより空気とメタンの流量を調整し，燃

焼器内部での空気比を調整している．ちなみに，使用する燃焼器については，

第 2章で示した固定旋回羽根付燃焼器である．また，赤色で示された配管部は，

本実験のレイリー散乱法において，以下で説明する背景画像を算出するため，

ヘリウムガスのみを流す場合にのみ開放され，それ以外は閉鎖している．そし

て，光源には Nd:YAG レーザの第二高調波（波長 532 nm）を使用した．このレ

ーザ光線を 3 枚のシリンドリカルレンズによって，シート状にし，計測領域で

のシート厚さをおよそ 0.2 mm とした．レイリー散乱光の撮影には，イメージイ

ンテンシファイアを取り付けた CCDカメラを使用した．また，レイリー散乱光

の強度は，空気中に含まれる塵のミー散乱や燃焼器表面でのレーザの反射光強

度に対して，非常に微弱であるため．計測時には，周囲からの光が計測領域に

入らないように十分注意をする必要がある．さらに，実験室内でのレーザの反

射を抑えるため，計測領域通過後のレーザシートは集光レンズで集光したのち

ビームダンパにて受光する． 

さらに，火炎からのレイリー散乱光を測定する際には，受光する信号の中に

はレイリー散乱光の他に，背景光や暗電流，そして火炎からの化学発光が含ま

 

図 4.1 空気比に対する燃焼ガスの有効散乱断面積の変化 
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れる．そこで，背景光や暗電流を求め，それらを差し引くことによって，それ

らの影響を取り除いた．まず，背景光については，空気と有効散乱断面積が小

さいヘリウムそれぞれのレイリー散乱光強度から算出している．火炎からのレ

イリー散乱光を測定する時と同様に，空気とヘリウムからのレイリー散乱光を

測定する．そこで，この背景画像を算出するに当たって，ヘリウムガスのみを

流す流路が必要となるため，図 4.2の赤色で示された配管部が追加されている． 

次に，各測定点について空気，ヘリウムの散乱断面積（空気:1 に対してヘリウ

ム:0.0165）を横軸に，散乱光強度を縦軸にとり，2点間で直線を結ぶと散乱断面

積が 0 に相当する散乱光強度が得られる．これを背景光として検知信号から差

し引き，その影響を取り除く．このとき背景光強度は次式で表すことができる． 

 

0165.01

0165.0




 AirHe

BG
II

I             (4.5) 

 

BGI  :  背景光強度 

 

図 4.2 レイリー散乱による火炎温度場計測の実験装置 
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       A i rI :  空気のレイリー散乱強度 

       HeI :  ヘリウムのレイリー散乱強度 

 

この背景光算出法では，空気とヘリウムの 2点のみを用いて算出しているため，

その値の信頼性が問題として考えられる．しかし，空気とヘリウムの混合分率

を変え，すなわち散乱断面積を変化させ，11 点で直線近似して求めた値と比較

すると，2つの算出法による背景光の値の違いはほとんどなく，空気とヘリウム

の 2点で考えても良い． また，暗電流については，各撮影で別途に測定し，検

知信号から差し引くことによって影響を取り除く． 

 そして，得られたレイリー散乱光強度を温度に変換する．式(4.4)を用いて，得

られたレイリー散乱光強度分布を温度に変換する．ここで，校正ガスは室温の

空気を用いる．すなわち式(4.4)における T1 は室温，I1はその室温の空気に対し

てレーザを照射して得られるレイリー散乱光強度である．また反応過程では，

気体の組成が変化することで有効散乱断面積比 σReff /σRairも気体の組成変化によ

る影響を受けていると考えられるが，この点については考慮していない．その

ため σReff /σRairには，図 4.1 に示した計算結果から得られた燃焼ガスの有効散乱

断面積比の値を，計測したそれぞれの空気比に対して用いた． 

 

4.2.3 実験条件・計測範囲 

 表 4.1 に今回行ったレイリー散乱法による火炎温度場計測の実験条件を記す．

ただし，本計測では，管出口部に保炎器を設置していないため，通常よりも火

炎が安定化されにくく，保炎ができなかった条件については計測を行っていな

い．また，空気比は，逆火限界付近の空気比として計測を行った．また，計測

領域については，図 4.3 に示すように，ガラス管出口下流部分としている．この

理由は，上述のように管内で計測を行うためには，ガラス管にレーザ光を照射

することとなり，管表面におけるレーザの反射光が火炎からのレイリー散乱に

比べ極めて強く，レイリー散乱光の測定が困難になるためである．計測領域は，

管出口から 10 mm 下流の 60×40 mm の長方形領域である． 

 

表 4.1 レイリー散乱による温度場計測の実験条件 

 空気流量 airQ  [NL/min]  空気比 λ [-] 

中心閉鎖型 50 1.824 

中心開放型 
50 1.463 

100 1.568 
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4.2.4 火炎温度分布 

 図 4.4から 4.6は，レイリー散乱法によって計測した各条件における瞬時火炎

温度分布を示している．図中では，温度分布を疑似カラーにて表している．図

中の x = -2 mm，y = 5～10 mm 付近に存在している線状の高温度領域は，イメー

ジインテンシファイア上についた傷に起因するものであるが，本計測において

火炎全体の温度分布を可視化し，考察する上では大きな問題にはならない．ま

た，図中では未燃焼領域のごく一部でも，粒状に局所的な高温部が生じている

が，これは背景画像の撮影時に撮影領域の端に映り込んだ空気中に存在する塵

のミー散乱に起因する誤差である．まず，これらの結果の全体を通して，いず

れの条件における火炎でも，火炎温度は，ほぼ均一に分布しており，予混合火

炎に特徴的な温度分布を示していると言える．  

 図 4.4に注目すると，中心閉鎖型を使用し空気流量 airQ = 50 NL/minの条件で

は，火炎が様々な形状をとっていることが分かる．実際に，計測を行っている

時，火炎の様子を観察すると，この条件では，火炎挙動は非常に不安定であり，

細長い棒状の火炎が燃焼器の管内部に存在していた．図 4.4のうち複雑な火炎形

状は，管内部に入り込んでいる棒状の火炎のうち，その下流部分が計測領域に

て揺らいでいる状態を捉えたものである．それに対して，図 4.4の一部で確認で

きる細長い火炎形状は，管内部に入り込んでいる棒状の火炎が，計測領域にお

いても形成されている状態を捉えたものである．このような棒状の細長い火炎

では，火炎が火炎伸張を受けているため，通常の燃焼温度よりも火炎温度が低

 

図 4.3 レイリー散乱による温度場計測範囲 
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下していると考えられる． 

 次に，中心開放型を用いた時の火炎温度分布について述べる．中心開放型を

用いた場合は，空気流量 airQ = 50 と 100 NL/min の条件で保炎できたため，それ

ぞれの結果を図 4.5 と 4.6に示す．図 4.5 と 4.6 の結果を比較すると， airQ = 100 

NL/min の条件下では，火炎が逆三角錐型の形状をしていることが分かる．それ

に対して airQ = 50 NL/min の条件では，火炎が管半径方向に広がりを持ち，火炎

形状も様々な曲率をもった構造となっている．このような流量の変化による火

炎形状の違いは，流量の小さい条件では管内流れ場の周方向速度成分が小さい

ため，旋回流による火炎安定化効果が十分でなく，火炎も渦心部に形成されず

不安定化するために生じる．逆に，流量の大きい条件では，管内流れ場の周方

向速度成分が大きくなるので，顕在化した渦心に安定的に火炎が保たれる．ま

た，実験時に火炎の様子を観察すると， airQ = 50 NL/min の条件ではその一部で，

横方向に広がりを持った火炎が管壁面に付着している様子を確認できた．この

ような管壁面への火炎の付着は，燃焼器の焼損につながる恐れのある現象であ

る． 

 

 

図 4.4(a) 瞬時火炎温度場分布（中心閉鎖型, airQ = 50 NL/min） 
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図 4.4(b) 瞬時火炎温度場分布（中心閉鎖型, airQ = 50 NL/min） 
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図 4.5(a) 瞬時火炎温度場分布（中心開放型, airQ = 50 NL/min） 
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図 4.5(b) 瞬時火炎温度場分布（中心開放型, airQ = 50 NL/min） 
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図 4.6(a) 瞬時火炎温度場分布（中心開放型, airQ = 100 NL/min） 
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4.3 火炎帯厚さ測定とカルロビッツ数の算出 

この節では，4.1 節で述べたように，“紐状予熱帯”生成の発端となった火炎

先端における火炎伸張による消炎の有無を定量的に示すカルロビッツ数を算出

する．そのため，4.2 節で計測した火炎温度分布を基に，火炎帯厚さを求め，そ

こからカルロビッツ数算出に必要な予熱帯厚さを計算する． 

 

図 4.7 から 4.9 は，前節の各実験条件に対応する火炎温度分布図である図 4.4

から 4.6 のそれぞれで示した 30 本の白線のうち代表して①から⑥の白線上の火

炎温度分布を示している．そして，これらの火炎温度分布をもとに，各実験条

件において図 4.4から図 4.6で示した 30か所で火炎帯厚さを算出した．さらに，

各実験条件において，これら 30か所における火炎帯厚さの平均と標準偏差を取

り，その計算結果を表 4.2にまとめる．また，表 4.2には，第 3章にてカルロビ

ッツ数を算出する際に利用した CHEMKIN の PREMIX条件から算出した火炎帯

厚さも掲載している． 

 

表 4.2 火炎帯厚さ 

 空気流量

airQ  

[NL/min] 

平均 

火炎帯厚さ 

[mm] 

火炎帯厚さの

標準偏差 

[mm] 

火炎帯厚さ

(CHEMKIN) 

[mm] 

中心閉鎖型 50 3.81 1.15 1.32 

中心開放型 
50 1.69 0.62 0.75 

100 1.67 0.54 0.84 

 

 

図 4.6(b) 瞬時火炎温度場分布（中心開放型, airQ = 100 NL/min） 
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          ①                  ② 

 

          ③                  ④ 

 

          ⑤                  ⑥ 

 

図 4.7 火炎面法線方向の火炎温度分布（中心閉鎖型, airQ = 50 NL/min） 
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           ①                  ② 

 

           ③                  ④ 

 

           ⑤                  ⑥ 

図 4.9 火炎面法線方向の火炎温度分布（中心開放型, airQ = 100 NL/min） 

 

 

           ①                  ② 

 

           ③                  ④ 

 

           ⑤                   ⑥ 

 

図 4.8 火炎面法線方向の火炎温度分布（中心開放型, airQ = 50 NL/min） 
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           ①                  ② 

 

           ③                  ④ 

 

           ⑤                   ⑥ 

 

図 4.9 火炎面法線方向の火炎温度分布（中心開放型, airQ = 100 NL/min） 
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この表 4.2からは，いずれの実験条件においても，レイリー散乱法を用いて得た

火炎帯厚さは，CHEMKIN の PREMIX 条件から算出した結果よりも厚くなって

いることが分かる．これは，CHEMKINによる計算では層流予混合火炎を想定し

ている一方で，実際に計測した対象については，乱流予混合火炎であることが

原因の一つであると考えられる． 

次に，表 4.2で得られた乱流予混合火炎の火炎帯厚さを利用して，第 2章で明

らかとなった“紐状予熱帯”の生成メカニズムの一つとして挙げた火炎先端に

おける消炎の有無を定量的に示すため，カルロビッツ数の算出を行う．2次元面

内に存在する 1 次元の流速勾配による消炎作用を考える場合には，火炎伸張の

度合いを示す無次元数カルロビッツ数 Ka は以下の式のように表される[9]． 

 

U

g
Ka u                           (4.6) 

 

ただし，guは流れ場の速度勾配，δは予熱帯厚さ，Uは流速を表す．流れ場の速

度勾配 guと流速Uについては，第 2章において中心閉鎖型かつ空気流量 airQ = 50 

NL/minの条件下で実施した時系列 PIV計測で得られた火炎先端における平均軸

方向速度を適応し，予熱帯厚さ δ については，前節のレイリー散乱法を用いて

測定した乱流予混合火炎の火炎帯厚さをもとに算出した．ただし，火炎帯厚さ

から予熱帯厚さを算出する過程では，レイリー散乱法を用いた計測によって得

られた火炎温度分布（図 4.7 から 4.9）の変曲点を求めることは困難であったの

で，火炎温度と火炎周辺の未燃予混合ガス温度の差の半分だけ温度が上昇した

ところまでを予熱帯厚さとした．このようにしてカルロビッツ数を算出した結

果，Ka = 1.83となった．一般には，カルロビッツ数 Kaが Ka ≥ 1～2で，火炎が

伸張に伴う消炎によって吹き消えが起こることが確認されている．そのため，

第 2章で行った実験条件のうち中心閉鎖型かつ空気流量 airQ = 50 NL/min の条件

では，火炎先端における火炎伸張による消炎が発生していたと考えられ，“紐状

予熱帯”生成の発端として挙げた考察は妥当であると言える．  

 

4.4 第 4章のまとめ 

 本章では，“紐状予熱帯”の生成の発端として挙げた火炎伸張による消炎が火

炎先端で起こっていることを定量的に示すカルロビッツ数を算出するため，そ

の算出に必要な火炎帯厚さを求めることを目的に，レイリー散乱法を用いた火

炎温度場計測を行った．以下に本章で得た知見を示す． 
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・火炎温度分布について，燃焼器構造や空気流量に関わらず，全ての条件にお

いて，予混合火炎に特徴的な均質な分布となっている． 

 

・火炎帯厚さについて，CHEMKINから求めた層流予混合火炎に対して，レイリ

ー散乱法から求めた乱流予混合火炎では，3倍ほど厚くなっていることが分かっ

た．また，このレイリー散乱法から求めた火炎帯厚さをもとに，“紐状予熱帯”

が明らかとなった条件で算出したカルロビッツ数は，火炎伸張による消炎が起

こる基準 Ka ≥ 1～2を満たしていた．そのため，第 2章で明らかとなった“紐状

予熱帯”生成の発端が火炎先端における火炎伸張による消炎であるという考察

は妥当であることが分かった． 
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第 5 章 旋回強さ時間的変化環境下における火炎挙動 

 

5.1 はじめに 

 第 3 章では，旋回流の旋回強さを時間的に固定した条件を複数設定し，旋回

強さと希薄予混合火炎の動的挙動の相互関係を明らかにした．そこでは，火炎

先端よりも上流側の未燃予混合気の流速分布によって，逆火が発生する空気比

が異なることを明らかにした．そのため，旋回強さを時間的に一定とした条件

下では，逆火が起こった場合，燃料を減らし空気比を増加させることによって，

逆火を防ぐ必要がある．しかし，空気比を増加させると，燃焼温度の低下によ

るガスタービンの熱効率低下，さらに出力や燃焼負荷に変動が生じてしまい，

逆火を防ぐ方法として現実的ではないと言える．そこで，本章では，旋回強さ

を時間的に変化させることによって火炎挙動を制御することを提案し，そのた

めの基礎的な研究として，空気比一定の条件で，旋回強さを時間的に変化させ

る時間特性を変え，その時の流れ場応答と火炎挙動を明らかにすることを目的

とした． 

 

5.2 モータ可変旋回羽根付燃焼器 

 図 5.1に本章での実験に用いるモータ可変旋回羽根付燃焼器を示す．燃料と酸

化剤である空気が通る燃焼器内部構造は，第 3 章の 3.2節で示した手動式可変旋

回羽根付燃焼器と同様である．両者で異なる部分は，予混合気に旋回を与える

 

図 5.1 モータ可変旋回羽根付燃焼器（左図：全体図，右図：入口部拡大図） 
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ためのスワーラを構成する旋回羽根の角度を燃焼器の外部に取り付けたステッ

ピングモータによって，無段階に変えることができる点である．ここで用いる

スワーラを便宜的にモータ可変旋回羽根付スワーラと呼ぶことにする．このモ

ータ可変旋回羽根付スワーラを図 5.2に示す．このスワーラにおける旋回羽根の

角度を変える機構は以下の通りである．スワーラを構成する 36枚の旋回羽根の

うち 35枚の旋回羽根各々が歯車と繋がっており，歯車の回転に従って旋回羽根

も回転し羽根角度を変えることができる．残り 1 枚の旋回羽根については，ス

テッピングモータと接続できるように片端が歯車になっている丸棒（主軸と呼

ぶ）と繋がっている．そして，この 35個の歯車と主軸の片端にきられた歯車は

隣同士で噛み合っている．そのため，この主軸をステッピングモータで回転さ

せることによって，他の歯車にも回転が伝わり，36 枚の旋回羽根の角度を同時

に変えることができる仕組みとなっている． 

 また，次節で述べる実験条件の基準として用いるため，メタンと空気の混合

ガスが流量より計算される平均流速にて，スワーラから火炎先端の平均位置ま

で流れるために要する時間を𝑡0（約 1000 ms）と定義する． 

 

5.3 旋回強さ時間的変化環境下における火炎挙動 

5.3.1 実験装置・方法 

 旋回強さを時間的に変化させている間の火炎挙動を明らかにするため，モー

タ可変旋回羽根付燃焼器を導入したときの実験装置の全体図を図 5.3に示す．こ

の実験装置は，燃料と空気を燃焼器へ供給する流路系，時系列 PIV 計測に必要

 

図 5.2 モータ可変旋回羽根付スワーラ 
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なトレーサ粒子を照射するレーザシートの作成とその粒子を捉える高速度カメ

ラは，第 3章の 3.4.1項で示した実験装置と同様である． 

一方，燃焼器については，上で述べたモータ可変旋回羽根付燃焼器を用いた．

また，高速度カメラと旋回羽根の角度を変えるステッピングモータを同期させ，

高速度カメラのシャッターを切ると同時に，ステッピングモータが予め設定さ

れた量と速度で動き，羽根角度を任意に変化させることができる． 

 

5.3.2 実験条件・計測範囲 

 旋回強さを時間的に変化させることによって火炎挙動の制御を目指す基礎的

研究として，本実験ではスワール数を非定常的に変化させる際，その変化にか

かる時間特性の強弱が流れ場の応答と火炎挙動へ与える影響を考察する．非定

常性が弱い条件を弱非定常的変化と呼び，5.2節にて定義した混合ガスが平均流

速にてスワーラから火炎先端平均位置まで流れるために要する時間𝑡0とほぼ同

じ時間でスワーラの羽根角度を変化させた．一方，非定常性が強い条件を強非

定常的変化と呼び，𝑡0よりも短い時間で羽根角度を変化させた．空気流量に関す

る条件は airQ = 50 NL/min のみとした．また，スワール数を変化させる領域につ

いては，旋回を伴う予混合燃焼器にて低旋回場に分類される S = 0.421 と高旋回

場に分類される S = 0.633 の間を強弱させるものとした．具体的な実験条件につ

いては，スワール数を強めるまたは弱める条件それぞれに対して，弱非定常的

 

 

図 5.3 時系列 PIV 計測の実験装置（モータ可変旋回羽根付燃焼器） 
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変化と強非定常的変化を設定し，条件 A～D として表 5.1にまとめた．また，逆

火時において旋回強さを変化させた時の火炎挙動を明らかとするため，空気比

についてはスワール数を変化させる前における逆火限界空気比になるように設

定した．条件 A～D におけるスワーラの羽根角度の時間的変化の詳細について

は，旋回羽根をステッピングモータと同期させた高速度カメラで撮影をし，そ

の結果に基づいて得たものを図 5.4に示す．  

 

表 5.1 実験条件 

条件 

空気流量

airQ  

[NL/min] 

羽根角度 α 

[degrees] 変化 

スワール数 S [-] 

変化 

スワール

数 S平均

変化速度 

[1/s] 

空気比 λ 

[-] 

A 

50 

25.0 → 35.0 0.421 → 0.633 0.212 1.87 

B 25.0 → 35.0 0.421 → 0.633 1.51 1.87 

C 35.0 → 25.0 0.633 → 0.421 0.212 1.92 

D 35.0 → 25.0 0.633 → 0.421 1.51 1.92 

 

5.3.3 旋回強さ時間的変化環境下における流れ場応答 

図 5.5は，非燃焼場における時系列 PIV 計測から得られた瞬時の流れ場を時系

列に並べたものである．この図中では，疑似カラーによってガラス管軸（y 軸）

方向速度の分布を表しており，上（下流）方向を正とし赤色で，下（上流）方

 

図 5.4 羽根角度の時間的変化（ airQ = 50 NL/min） 
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向を負とし青色で示している．各図中の t は羽根角度を変化させ始めた時からの

時間経過を示している．また，図 5.5 における(a)～(d)は，それぞれ実験条件 A

～D に対応している．全条件とも左端の図は，旋回強さの変化が計測範囲の流

れ場に影響を与える以前の結果である．また，以下に述べる旋回強さを変化さ

せた時に起った流れ場の応答や火炎挙動は，発生時刻こそ異なるものの，複数

回の実験にて確認できている再現性のある現象である． 

 

(a) 条件 A 

 

(b) 条件 B 

 

(c) 条件 C 

 

(d) 条件 D 

図 5.5 旋回強さ変化時の軸方向速度分布の時系列変化 
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まず初めに，スワール数 S = 0.421 から S = 0.633 へ旋回強さを強めた条件につ

いて述べる．図 5.5(a)と(b)は，それぞれ弱非定常的変化と強非定常的変化の結果

を示している．燃料流量 Qfuelについては，S = 0.421 において逆火に至る限界値

（空気比 λ = 1.87）とした．図 5.5(a)と(b)におけるすべての瞬時場において，旋

回流の中心軸に形成される再循環流れの影響によって，ガラス管中心軸に沿う

低速領域または逆流領域を見ることができる．図 5.5(a)中の t = 873 ms において，

低速領域の半径方向への幅が，以前のものと比べて広がっていることがわかる．

さらに，t = 1038 ms では，中心軸上に上流への逆流を示す青い疑似カラーが計

測領域の縦に広く分布するようになっている．しかし，次の t = 1362 ms では，

逆流領域が途切れているため，先程の縦に広く分布する逆流は一時的であった

ものと考えられる．  

図 5.5(b)では，条件 A と同様に時間の進行に従い，低速領域または逆流領域の

幅が広がっていることが確認できる．しかし，図 5.5(a)の t = 873 ms における瞬

時場のような，逆流がはっきり見られない状態で低速領域の幅が広がったのみ

という過渡的な瞬間は，本実験の撮影条件では確認できなかった．その一方で，

図 5.5(b)の t = 648 ms の結果が示すように，低速領域の拡大と共に逆流が起こっ

ている．さらに，t = 1119 ms では，その逆流がより強くなり，流速が速く逆流

領域も広くなっている．しかし，図 5.5(a)と同様に，この強い逆流は一時的であ

り，低速領域の更なる拡大と共に，逆流の流速が小さくなることが t = 1260 ms

における瞬時場から分かる． 

次に，スワール数 S = 0.633から S = 0. 421 へ変化させ，旋回強さを弱めた条件

C と Dについて述べる．条件 C と Dは，旋回強さを弱める速さを異なる条件に

したものであり，それぞれ弱非定常的変化と強非定常的変化の条件における結

果である，燃料流量については，S = 0.633 において逆火に至る限界値（空気比 λ 

= 1.92）とした．図 5.5(c)においては，旋回強さを弱めた後，t = 582 ms や t = 711 

ms の結果において見られるように，ガラス管中心軸付近では，上流への逆流が

しばらく支配的であることが分かる．しかし，その後，t = 996 ms では，その中

心軸上に沿ってできた逆流を下流への流れが遮る部分（y = -70 mm 付近，図中の

丸部分）が見られるようになる．次の t = 1128 ms では，再びガラス管中心軸付

近で逆流が支配的になるが，その半径方向の幅は，初期のものと比べて狭いこ

とがわかる．その後の t = 1308 ms では，逆流が弱まりその流速も領域も小さく

なっている． 

一方，条件 D の結果を示す図 5.5(d)では，条件 C よりも早期に中心軸上に存

在する逆流を下流への流れが遮り，流速分布がより複雑になっていることから，

流れがより激しく乱れていることが分かる．また，t = 720 ms における瞬時場が

示すように，計測領域の全体にわたって下流への流れとなっており（図中の丸
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部分），単に旋回流の勢いが弱まったのではなく，渦構造が広範囲に崩壊してい

ると考えられる．これは，条件 C では見られなかった流速分布である．しかし，

その後，ガラス管中心軸付近では，この強い下流への流れは弱くなり，t = 999 ms

では，低速領域の一部を遮る程度にしかならない．さらに，次の t = 1212 ms で

は，中心軸において下流への流れがほとんど見られなくなる．また，低速領域

の幅が初期と比べて狭くなっており，低速領域内での逆流もほぼなくなってい

る． 

ここで，図 5.5で示した流速分布のある一点に着目して，撮影開始から終了ま

での予混合気の軸方向速度について，その時間的変化を図 5.6に示す．これらの

図中では，図 5.4において示した羽根角度の時間的変化も一緒に示しているので，

旋回強さの変化に対する流れ場の応答が明らかとなる．図 5.6においても，各図

の(a)～(d)は，それぞれ実験条件 A～D に対応している．着目した一点について

  

(a) 条件 A (x = 0 mm, y = -60 mm)     (b) 条件 B (x = 0 mm, y = -60 mm) 

 

  

(c) 条件 C (x = 0 mm, y = -80 mm)     (d) 条件 D (x = 0 mm, y = -80 mm) 

 

図 5.6 未燃予混合気の軸方向流速と旋回羽根角度の時間的変化 
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は，図 5.6(a)と(b)では x = 0 mm，y = -60 mm，図 5.6(c)と(d)では x = 0 mm，y = -80 

mm の点とした．（これらの点とした理由は，後述する燃焼場の議論において火

炎先端部分になるため．） 

ここでも，弱非定常的変化の条件にて S = 0.421から 0.633へ旋回強さを強めた

実験条件 Aの結果を示す図 5.6(a)から述べると，スワーラの羽根角度が旋回強さ

を強める方向へ変化している間は，逆流はほとんど見られないことが分かる．

しかし，旋回羽根の角度変化が始まってから，未燃の混合ガスが平均流速にて

スワーラから火炎先端の平均位置へ流れるために要する時間𝑡0（約 1000 ms）だ

け経った頃に，図 5.5(a)でも明らかとなった一時的な逆流を観察することができ

る．図 5.6(b)は，(a)に対して旋回強さを変化させる時間特性を変え，強非定常的

変化とした条件での結果である．この図では，スワール数を変化させた後の値

である S = 0.633で固定した条件（第 3章の内容）における平均軸方向速度を緑

線で示している．この図が示すように，羽根角度の変化が終了してから遅れて，

変化後のスワール数 S = 0.633における平均軸方向速度に対して，オーバーシュ

ートが発生していることが明らかとなった．オーバーシュート発生の原因とし

ては以下のことが考えられる．図 5.5でも示したように，スワール数を大きくす

ると，その変化に費やす時間に関わらず，燃焼器中心軸上にある低速領域の半

径方向への拡大と逆流の顕在化が見られるようになる．そして，強非定常的に

スワール数を変化させた場合には，低速領域が半径方向へ十分に拡大しないう

ちに，逆流が発生するという特徴がある．そのため，スワール数を強非定常的

に変化させた場合には，比較的狭い低速領域に逆流が発生するため，逆流の流

速が速くなり，それによってオーバーシュートが発生したと考えられる． 

一方，条件 Aや Bとは逆に，旋回強さを S = 0.633から 0.421に弱めた時にお

ける流れ場の応答を以下に述べる．図 5.6(c)が示すように，弱非定常的に旋回強

さを弱めた条件Cでは，旋回強さを弱める方向に羽根角度を動かしている間も，

流速が 0.1 m/s以下の低速ながらも下流への流れが頻繁に現れていることが分か

る．この条件 C と比べて，旋回強さを強非定常的変化の条件にした実験結果を

図 5.6(d)に示す．ここでは，図 5.6(b)と同様にスワール数を変化させた後の値で

ある S = 0.421 に固定した条件における平均軸方向速度を緑線にて表している．

この図が示すように，羽根角度の変化が終了してから遅れて，流速が最大 0.3 m/s

にも達し，変化後のスワール数 S = 0.421 における平均軸方向速度に対してオー

バーシュートが発生していることが明らかとなった． 

 

5.3.4 旋回強さ時間的変化環境下における火炎挙動 

この項では，旋回強さの変化が火炎の動的挙動に及ぼす影響を，未燃予混合

気の流れ場との相互関係と共に示す．図 5.7 は，燃焼場において時系列 PIV計測
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を行い，その結果を時系列に並べたものである．燃焼場における結果では，こ

れまでと同様に，未燃予混合気の軸方向流速を示す疑似カラーに加えて，火炎

形状を黒い領域によって示した．そして，図 5.7(a)～(d)は条件 A～Dに対応して

いる． 

まず，スワール数を S = 0.421から S = 0.633 へ変化させ，旋回強さを強めた条

件から述べる．燃料流量 Qfuelについては，S = 0.421 における逆火限界値（空気

 

(a) 条件 A 

 

(b) 条件 B 

 

(c) 条件 C 

 

(d) 条件 D 

図 5.7 旋回強さ変化時の軸方向速度分布と火炎挙動の時系列変化 
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比 λ = 1.87）とした．また，図 5.7(a)と(b)は，それぞれ弱非定常的変化と強非定

常的変化の条件にてスワール数を強めた条件である．ここでは，特に火炎が y = 

-30 mmから y = -60 mmへ火炎が移動していくときに着目した結果と考察を述べ

る．図 5.7(a)における t = 333 ms の結果では，未だ初期状態から半径方向に幅が

広がっていない低速領域へ，細長くなった火炎先端が入り込み始める様子が捉

えられている．その後も火炎はその先端を尖らせたまま上流へと移動している

様子がわかる．しかし，t = 495 ms のように，下流へ流れる未燃予混合気が火炎

先端に衝突すると火炎先端は丸くなり，火炎が横に広がると共に上流への火炎

移動が止まる． 

一方，強非定常的変化の条件における結果である図 5.7(b)では，t = 780 ms の

瞬時場が示すように，火炎先端の上流側に存在する未燃予混合気の流れは上流

方向であり，逆流状態となっている．その後，火炎先端の形は，図 5.7(a)のよう

に大きく変わることはなく，火炎先端の上流側に存在する未燃予混合気の逆流

によって，一度も下流側へ戻ることもなく，上流側へ火炎が一気に伝わってい

く様子が，その後の結果から明らかとなった．これは，火炎の燃焼速度と火炎

先端付近に存在する未燃予混合気が持つ流速とのつり合いによって，上流へと

逆流する未燃予混合気と共に，火炎も上流側へと一気に伝わったと考えられる． 

続いて，スワール数を S = 0.633から S = 0. 421へ旋回強さを弱めた条件 Cと D

について述べる．ここでは，特に，火炎が y = -80 mm から y = -60 mm へ移動し

ていくときに注目して考察を行う．図 5.7(c)と(d)は，非燃焼場における計測と同

様に，それぞれ非定常的変化条件と強非定常的変化の条件における結果である．

燃料流量についても，S = 0.633における逆火限界値（空気比 λ = 1.92）とし，非

燃焼場と同様である．図 5.7(c)における t = 1155 ms では，下流方向へ流れる未燃

予混合気が火炎先端に衝突し，火炎先端の形状は，下に凸から平坦に変わって

いる．その後，予混合気の流れと共に，火炎は下流方向へ押し戻される．しか

し，火炎先端の上流側に存在する未燃予混合気の流れ方向は常に下流方向とは

ならず，t = 1230 ms における瞬時場のように上流方向にもなるため，火炎が上

流側へ移動することもあるが，全体を通しては，火炎が徐々に下流側へ押し戻

されることが観察された．一方，強非定常的変化の条件において旋回強さを弱

めた結果である図 5.7(d)についても，t = 486 ms において，下流方向へ流れる未

燃予混合気と火炎先端の衝突によって，その形状が平坦になっている．しかし，

図 5.7(c)と比べて，未燃予混合気の下流方向への流れがより強く，火炎もより速

い火炎伝播速度にて一気に下流方向へ移動した．これも，火炎の燃焼速度と火

炎先端付近における未燃予混合気の流速とのつり合いによる影響と考えられる．

しかし，弱非定常的変化または強非定常的変化に関わらず，火炎伝播速度は異

なるものの，火炎を下流側へ押し戻し，また，その後，保炎器上にて火炎を保
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持するに至った． 

ここで，旋回強さを変化させたときにおける軸方向流速の RMS 値を乱流強度

とし，前述した条件下における燃焼場で求めたものをそれぞれ図 5.8に示す．対

象とした時間は，それぞれ図 5.7にて PIV計測結果を示した時間である．乱流強

度を示す範囲については，PIV計測にて火炎が存在した部分は未燃予混合気流速

が算出できないため，火炎が存在しなかった上流側部分のみを A～D に対応さ

せて，それぞれ図 5.8(a)～(d)に示す．まず，旋回強さを強めた結果を示す図 5.8(a)

と(b)を比較すると，ガラス管中心軸では，弱非定常的変化の条件における乱流

強度の方が比較的大きいことがわかる．この結果は，図 5.7(b)ではガラス管中心

軸に沿って逆流が安定的に存在する一方，図 5.7(a)ではガラス管中心軸に沿って

形成されている低速領域を遮るように，下流方向への流れが時々存在している

ことからも妥当であると言える．また，乱流強度が乱流燃焼速度に及ぼす影響

を考察するため，乱流燃焼速度に影響を与える火炎面密度[1,2]について，燃焼場

における時系列 PIV 計測から得られた火炎形状を用いて算出した．火炎面密度

とは火炎面面積を火炎体積で割ったものである．本来，乱流火炎は非定常で 3

次元的な形状を持つが，本実験における PIV 計測から得られる火炎形状は瞬時

の 2 次元的情報であるため，近似的に火炎面面積と火炎体積を以下の方法にて

算出した．まず，火炎面面積については，火炎形状をスプライン曲線で近似し，

その曲線長さを測定して得られた火炎の周長を火炎面面積として定義した．一

方，火炎体積については，火炎部分に含まれるピクセル数から算出した面積を

火炎体積として定義した．考慮する火炎形状の範囲は，PIV計測によって得られ

た範囲とし，実験条件 Aと Bでは y = 0 mm から火炎先端まで，実験条件 C と D

では y = -20 mm から火炎先端までとした．これによって得られた火炎面密度に

 

図 5.8 乱流強度 
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ついて，図 5.7 で示した時間帯の終点で考察する．条件 A と B を比較すると，

終点における火炎面密度は 0.122 mm-1と 0.110 mm-1となった．つまり，条件 A

の方が旋回強さの変化を受けている間，火炎面密度がわずかではあるが大きか

ったことが分かる．これは，条件 B より A において乱流強度が大きいため，火

炎面密度が比較的大きくなり，それによって乱流燃焼速度は速くなったと考え

られる．図 5.7(a)と(b)において，経過時刻の始点と終点で火炎幅を比較すると，

(a)の方が拡大しており，燃焼速度が速い影響であると考えられる．  

さらに，旋回強さを弱めた時の乱流強度を図 5.8(c)と(d)に示す．ここでは，旋

回強さを強めた時とは異なって，強非定常的変化の条件で乱流強度が大きくな

ることがわかり，特にガラス管中心軸付近に沿って顕著であった．これは，強

非定常的変化の条件で旋回強さを弱めた場合，火炎を一気に下流へ押し戻した

強い下流への未燃予混合気の流れによって，速度が大きく変動したためと考え

られる．ここでも，上述と同様の方法を用いて，火炎面密度を算出し，乱流強

度が乱流燃焼速度に与える影響を考察する．図 5.7の終点における火炎面密度は，

実験条件 C と Dにおいてそれぞれ 0.221 mm-1と 0.266 mm-1となった．これらの

値は，旋回強さを強めた実験条件 A と B における火炎面密度より大きいことが

分かる．そのため，未燃予混合気側へと火炎が伝播しやすくなることが考えら

れるが，実験条件 C と D では，下流側へと押し戻されたため，旋回強さを変化

させた時の火炎挙動には，乱流燃焼速度の増加よりも寧ろ火炎先端付近の軸方

向速度が大きな影響を与えていると言える． 

また，スワール数を変化させた時の火炎先端が存在する位置について示す．

図 5.9は，横軸にスワール数を変化させている時の時間経過をとり，縦軸には図

5.7 に示した燃焼場における時系列 PIV 計測から得た火炎先端の位置をとった．

図 5.9(a)がスワール数を S = 0.421から S = 0.633 へ変化させた時の，図 5.9(b)がス

ワール数を S = 0.633 から S = 0.421へ変化させた時の結果を示している．両図に

おいて，弱非定常的変化の結果を青色プロットで，強非定常的変化の結果を赤

色プロットで示している．図 5.9(a)では，計測を行った時間帯の終盤において，

強非定常的変化の結果を示す赤色のプロットが弱非定常的変化の結果を示す青

色プロットよりも下側に位置するようになることから，強非定常的にスワール

数を増加させると，火炎をより上流側へと導くことができると言える．また，

弱非定常的変化に比べて強非定常的変化の条件では，右下がりとなっているプ

ロットの傾きがより急であるため，より大きい速度を伴って火炎を上流側へと

移動させることが可能と言える．一方，図 5.9(b)では，赤色プロットが青色プロ

ットよりも上側に位置するようになることから，強非定常的にスワール数を減

少させると，火炎をより下流側へと押し戻すことができると言える．また，プ

ロットの右上がりの傾きから，下流側へと後退していく速度も強非定常的変化
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の方が大きいことが分かる．さらに，強非定常的に変化させた赤色プロットを

見ると，火炎先端位置についてもオーバーシュートが発生することが明らかと

なった． 

 

(a) スワール数増加（S = 0.421から S = 0.633 へ変化） 

 

(b) スワール数減少（S = 0.633から S = 0.421 へ変化） 

図 5.9 旋回強さを変化させた時の火炎先端位置の時系列変化 
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5.4 第 5章のまとめ 

本章では，逆火の抑制をガスタービンの熱効率低下につながる空気比の増加

に頼らず，旋回強さの時間的変化によって実現することを提案し，そのための

基礎的な研究として，旋回強さを時間的に変化させ，その時間特性による非定

常性の強弱が流れ場の応答と火炎挙動に与える影響を明らかにすることを目的

とした．そのため，モータ可変旋回羽根付燃焼器を用い，空気流量と空気比一

定の状態で，スワール数を予混合燃焼器において低旋回場とされる S = 0.421 と

高旋回場とされる S = 0.633の間を非定常性の強弱が異なる条件（弱非定常的変

化と強非定常滝変化）で変化させ，その時の流れ場の応答並びに火炎挙動につ

いて，時系列 PIV 計測を用いて考察した．今回は，基礎的な研究として限られ

た実験条件において，流れ場の応答および火炎挙動に与える影響を考察したが，

今後より詳細にこの影響については考える必要があるため，以下に本実験条件

から示唆できる知見を示す． 

 

・強非定常的にスワール数を変化させると，変化後のスワール数で定常状態と

した平均軸方向速度に対して，オーバーシュートが見られる． 

 

・強非定常的にスワール数を増加（減少）させた場合，軸方向速度のオーバー

シュートにより，火炎をより上流（下流）側へ移動させることができ，その時

の移動速度は大きい．また，強非定常的にスワール数を変化させた場合，速度

のオーバーシュートに伴って，火炎先端位置にもオーバーシュートが発生する． 

 

参考文献 
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Kadowaki, S., “Flame Structure and radiation Characteristics of CO/H2/CO2/air 

Turbulent Premixed Flames at High Pressure, Proceedings of the Combustion Institute, 

Vol.33 (2011), pp.1543-1550. 

[2] 早川晃弘，久保俊彦，田中しおり，永野幸秀，北川敏明，“火炎伝播および

圧力による球場伝播予混合乱流火炎の火炎面密度の変化”，日本機械学会熱工学

コンファレンス 2012 講演論文集 (2012)，pp.361-362． 
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第 6 章 結言 

  

本論文では，ガスタービンなどの予混合燃焼器に見られる，旋回を伴う流れ

場における希薄予混合火炎の動的挙動に関する研究を行った．燃焼器を模擬し

た旋回を伴うガラス円管内を火炎が移動する際，レーザ応用計測を実施し，火

炎の動的挙動に及ぼす流れ場を中心に燃料濃度場や火炎温度分布を取得し，こ

れらと火炎挙動の相互関係を明らかにした．さらに，今後の逆火抑制に繋がる

手法として，円管内の旋回強さを時間的に変化させることを提案し，その基礎

的な研究として，旋回強さを時間的に変化させている間の火炎挙動を明らかに

した．以下に，本論文で得た知見を章ごとに記す． 

 

 第 2 章では，ガスタービン実機の燃焼器のうち予混合燃焼が行われている部

分をモデル化した中心閉鎖型燃焼器と逆火の抑制を目的とした中心開放型燃焼

器において，燃料濃度分布と流速分布が火炎挙動に与える影響を考察した．燃

料濃度分布と流速分布の取得には LIF-PIV 同時計測を，流速分布と火炎挙動の

取得には時系列 PIV 計測を用いた．中心閉鎖型と中心開放型では，それぞれ燃

焼器の中心軸に低速領域（逆流領域も含む）が存在する流れ場と燃焼器半径方

向に速度分布が一様である流れ場を示していたので，以下に，低速領域が存在

する流れ場と速度分布が一様な流れ場における結論としてまとめる．  

 

・燃料濃度の時間変動と燃焼器軸方向速度の時間変動を比較したところ，軸方

向速度の時間変動が小さい領域と火炎が存在する領域が一致したため，主に火

炎の動的挙動に影響を与えているものは，燃料濃度場よりも寧ろ流れ場である

ことが明らかとなった． 

 

・低速領域が存在する流れ場では，火炎先端上流部において，オリーブオイル

粒子が焼損しているにもかかわらず，火炎の自発光が観察できない“紐状予熱

帯”が存在していることが分かった．本来，火炎自体がラセン状になった渦糸

に誘起され，火炎が上流側へと伝播して行くところ，火炎先端では燃焼器半径

方向に強い速度勾配が存在するため，火炎伸張を受けた影響で火炎先端では消

炎が起こり，火炎の熱のみがラセン状となった渦糸に誘起され火炎先端上流部

に運ばれ，“紐状予熱帯”が生成されたと考えられる．また，“紐状予熱帯”が

媒体となり，火炎先端の熱が上流へと供給される．それによって，上流の未燃

ガスが熱膨張を起こし，密度が低下することによって浮力が発生し，火炎先端

よりも上流側で，上向きの速度が誘起されることが考えられる． 
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・速度分布が一様な流れ場において，逆火限界空気比に設定した状態では，火

炎面は複雑化しセル状火炎へと変化する．この火炎のセル状化は，火炎面近傍

における熱膨張によって流速が増大することが原因の流体力学的不安定と拡

散・熱的不安定によって誘起される．さらに，火炎のセル状化は，火炎面面積

を拡大し，燃焼速度が増加するため，火炎の上流伝播が促進され，最終的に逆

火に至ることが明らかとなった． 

 

 第 3 章では，希薄予混合火炎の非定常挙動に与える旋回強さの影響を明らか

にすることを目的とし，手動式可変旋回羽根付燃焼器を用いて旋回強さの異な

る流れ場を再現し，高速度カメラを用いた時系列 PIV 計測並びに時系列ステレ

オ PIV 計測を行った．以下に，旋回強さが異なる場における火炎の非定常挙動

と流れ場の相互関係について得た知見を示す． 

 

・旋回強さが強い条件では，逆火する際の火炎挙動について，ガラス管中心軸

に沿って低速領域が形成され，火炎が低速領域に沿って移動する．その際，火

炎先端付近に存在する未燃予混合気の燃焼器中心軸方向の速度は，火炎伝播速

度に影響を与え両者は近い値となる．また，火炎先端付近の予混合気の周方向

速度が速くなると，軸方向速度に関して上流方向への流れが強くなり逆火に繋

がる．つまり，周方向速度も火炎伝播速度に影響を与える． 

 

・旋回強さが弱い条件では，逆火する際の火炎挙動について，火炎先端にのみ

中心軸に沿わない低速領域が形成され，半径方向へ左右に蛇行しながら上流へ

移動していく．その際，旋回強さが強い場合と同様に，燃焼器中心軸方向の速

度は火炎伝播速度に影響を与える．しかし，火炎伝播速度は予混合気の周方向

速度には影響を受けず，火炎先端付近の渦構造の変化に影響を受ける． 

 

・旋回強さが“紐状予熱帯”の有無に与える影響について，中心閉鎖型燃焼器

を使用した場合でも，旋回強さが強い条件（S = 0.633, 0.904）では，“紐状予熱

帯”の存在が確認されたが，旋回強さが弱い条件（S = 0.421）では，“紐状予熱

帯”の存在は確認できなかった．旋回強さが強い条件では，燃焼器中心軸に沿

って，比較的頻繁に上流へ向かう逆流が発生する．それによって，火炎先端よ

り上流側部分においては，半径方向への軸方向速度の勾配が急となり，火炎伸

張による消炎が起こったためと考えられる． 

 

第 4章では，“紐状予熱帯”の生成の発端として挙げた火炎伸張による消炎が

火炎先端で起こっていることを定量的に示すカルロビッツ数を算出するため，
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その算出に必要な火炎帯厚さを求めることを目的に，レイリー散乱法を用いた

火炎温度場計測を行った．以下に本章で得た知見を示す． 

 

・火炎温度分布について，燃焼器構造や空気流量に関わらず，全ての条件にお

いて，予混合火炎に特徴的な均質な分布となっている． 

 

・火炎帯厚さについて，CHEMKINから求めた層流予混合火炎に対して，レイリ

ー散乱法から求めた乱流予混合火炎では，3倍ほど厚くなっていることが分かっ

た．また，このレイリー散乱法から求めた火炎帯厚さをもとに，“紐状予熱帯”

が明らかとなった条件で算出したカルロビッツ数は，火炎伸張による消炎が起

こる基準 Ka ≥ 1～2を満たしていた．そのため，第 2章で明らかとなった“紐状

予熱帯”生成の発端が火炎先端における火炎伸張による消炎であるという考察

は妥当であることが分かった． 

 

第 5 章では，逆火の抑制をガスタービンの熱効率低下につながる空気比の増

加に頼らず，旋回強さの時間的変化によって実現することを提案し，そのため

の基礎的な研究として，旋回強さを時間的に変化させ，その時間特性による非

定常性の強弱が流れ場の応答と火炎挙動に与える影響を明らかにすることを目

的とした．そのため，モータ可変旋回羽根付燃焼器を用い，空気流量と空気比

一定の状態で，スワール数を予混合燃焼器において低旋回場とされる S = 0.421

と高旋回場とされる S = 0.633の間を非定常性の強弱が異なる条件（弱非定常的

変化と強非定常滝変化）で変化させ，その時の流れ場の応答並びに火炎挙動に

ついて，時系列 PIV 計測を用いて考察した．今回は，基礎的な研究として限ら

れた実験条件において，流れ場の応答および火炎挙動に与える影響を考察した

が，今後より詳細にこの影響については考える必要があるため，以下に本実験

条件から示唆できる知見を示す． 

 

・強非定常的にスワール数を変化させると，変化後のスワール数で定常状態と

した平均軸方向速度に対して，オーバーシュートが見られる． 

 

・強非定常的にスワール数を増加（減少）させた場合，軸方向速度のオーバー

シュートにより，火炎をより上流（下流）側へ移動させることができ，その時

の移動速度は大きい．また，強非定常的にスワール数を変化させた場合，速度

のオーバーシュートに伴って，火炎先端位置にもオーバーシュートが発生する． 
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